
施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）広報活動
の充実

１　広報媒体を
通じた広報・啓
発の充実

　広報紙による広報・啓発を充実するとともに、「市民
ガイドブック」には最新の情報を掲載するよう努め、利
便性の向上を図ります。視覚に障がいがある方へは「広
報こしがや点字版」を発行します。
　テレビ広報番組「いきいき越谷」に手話通訳を入れ制
作・放送します。また、ホームページの充実のほか、越
谷 cityメールの利用拡大に努めます。

視覚障がいのある方に対して、広報こしがやお知らせ版の抜粋を点訳し
た「広報こしがやお知らせ版・点字版」を33部作成し、希望者に毎号郵送
するとともに、市役所行政資料コーナー、こばと館、市立図書館、北部市
民会館図書室、南部図書室、中央図書室、障がい福祉課に閲覧用として設
置した。また、テレビ広報番組「いきいき越谷」（30分番組）について
は、手話通訳付きでテレビ埼玉、Ｊ：ＣＯＭ越谷を通して毎月16回放送す
るとともに、ＤＶＤの貸し出しを広報広聴課で行った。さらに、市ホーム
ページとＹｏｕＴｕｂｅへ掲載し広く視聴の機会を提供した。【広報広聴
課】

広報広聴課
関連各課

点訳に10日ほどかかることを考慮し、お知らせやイベントの
日程を確認して記事を抜粋している。また、広く視聴の機会を
提供するため、テレビ広報番組「いきいき越谷」は手話通訳付
の制作、作品の貸し出し、市ホームページでの視聴を継続して
いる。【広報広聴課】

点字広報、テレビ広報の手話通訳について、計画期間中、欠
かさず対応することができた。【広報広聴課】

（１）広報活動
の充実

２　インター
ネットの活用

　ＩＣＴ（情報コミュニケーション技術）の発展を踏ま
え、だれもが見やすく使いやすい「越谷市アクセシビリ
ティガイドライン」に沿ったホームページづくりと「障
害者の日記念事業ふれあいの日」などのイベント情報や
交流事業の広報・啓発に努めます。さらに、バリアフ
リーマップ（Ｗｅｂ版）を掲載して、各施設のきめ細か
い情報提供を行います。

《ホームページによる情報提供》
　情報数は約6,500件。アクセス数は月平均約125万アクセス。

だれもが見やすく、使いやすいホームページづくりを心掛け、運用を
行っている。また、文字の拡大縮小、色の反転、音声読み上げ、読み上げ
速度の調整、ひらがな・ローマ字のふりがな表示などを簡単に行うことが
できる、アクセシビリティ支援ソフトを導入している。

《メール配信サービスによる情報提供》
平成20年2月から越谷cityメール配信サービスを開始。平成25年2月から

配信内容を細分化し、現在は、災害・防犯・防災行政無線メール、健康・
医療メール、市政情報・お知らせメール、イベント案内メール、子育て
メールの5種類を配信している。

平成28年3月末現在の登録者数は、災害・防犯・防災行政無線メール
27,554人、健康・医療メール14,197人、市政情報・お知らせメール12,170
人、イベント案内メール12,949人、子育てメール12,280人。

《ツイッターを用いた情報発信》
平成24年2月から、ツイッターを用いた情報配信を開始した。ホーム

ページの更新情報や、大規模災害時などにおける緊急情報の配信を行う。

《ＬＩＮＥ＠を用いた情報発信》
平成28年2月から、ＬＩＮＥ＠（ラインアット）を用いた情報発信を開

始した。イベント情報などの配信を行う。【広報広聴課】

広報広聴課
関連各課

職員向け操作研修会と合わせ、ユニバーサルデザインの考え
方、ホームページの作成時に配慮すべきアクセシビリティ向上
のためのポイントなどの講義を行った。

閲覧しやすいコンテンツを適時に掲載するよう、庁内各課に
ウェブサイト運営連絡員を置き、注目度の高い情報の掲載やリ
ンク切れなどの修正依頼を行っている。【広報広聴課】

市ホームページはウェブアクセシビリティへの取り組みを
積極的に行ってきた。平成26年にはJIS規格への対応試験を
実施した。今後もアクセシビリティへの取り組みを継続し、
より使いやすいものとしていく。【広報広聴課】

（２）啓発イベ
ントの推進

１　「障害者週
間」の周知

　「障害者週間（１２月３日〜９日）」を周知するた
め、「障害者の日記念事業ふれあいの日」（６月第一日
曜日）を開催し、市民から多くのポスターを募集するな
どして障がいに対する理解の促進を図り、障がい者をは
じめより多くの市民の参加を促進するため、内容の充実
を図ります。あわせて、各種イベントへの参加も促進し
ます。

第35回ふれあいの日を開催
　来場者　4,500人
　福祉団体の発表、模擬店、バザー等
　越谷市立中央中学校吹奏楽部、越谷市消防音楽隊の演奏
　ソーラン節の演舞等
　ふれあいの日ポスター原画募集　応募数35点
【障害福祉課】

障害福祉課
子育て支援課

　障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、交流で
きる機会を設けることができたが、今後は、より一層、一般の
方の参加を促進することができるよう努めていく。【障害福祉
課】

　広報や社協だより、市ホームページ等により「障害者の日記
念事業ふれあいの日」の周知を行った。また、多くの市民の参
加により、障がいに対する知識や理解が深まった。【子育て支
援課】

　障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、交流
できる機会を設けることができたが、今後は、より一層、一
般の方の参加を促進することができるよう努めていく。【障
害福祉課】

　関係機関と協力し、事業の幅広い周知を図ることができ
た。毎年市民の参加者も多く、様々な年代の方に楽しんでも
らえる事業となった。【子育て支援課】

（２）啓発イベ
ントの推進

２　講演会･
フォーラムの開
催

　市民が障がい者問題について理解を深めることができ
るように、関係機関・団体と連携・協力して精神保健福
祉講演会などを開催します。

　「中核市越谷移行記念」SAITAMAこころの健康フェスティバルin越谷を
埼玉県と共催した。
　演題：「子どものスマホ依存への対応」
　講師：国立久里浜医療センター　精神科医師
　参加者120人
【精神保健支援室】

精神保健支援室

　疾病や自殺対策における正しい知識の普及・啓発を行うこと
により、市民がこころの健康に関心を持ち、精神的健康を保て
るように努めた。
【精神保健支援室】

我が国の自殺者数は3万人を切った状態が続いているが、依
然として社会的な問題となっている。自殺を考える者は社会
的要因から、対人的な要因、健康上の問題まで多様な動機を
抱えている。そのうち約6割が何らかの精神疾患に罹患して
いると言われているため、自殺の一因子である精神疾患を正
しく理解すること目的として開催した。

（２）啓発イベ
ントの推進

３　表彰制度の
推進

市民による福祉活動を促進し、福祉のまちづくりを進め
るため、越谷市社会福祉大会における福祉実践活動功労
者・団体などの表彰制度を推進します。

　平成２６年１月に第１６回越谷市社会福祉大会を開催し、市民による福
祉活動を促進し、福祉の風土づくりを進めるため、福祉実践活動功労者・
団体などの表彰を行った。
　被表彰者数　個人 414名、団体 401団体　※５年ごとの開催になり平成
27年度は、開催していない。
 【福祉推進課】

福祉部
子ども家庭部

　越谷市社会福祉大会は、昭和43年より毎年開催され、第11回
（平成元年）より5年おきの開催となり、今回で第16回を迎え
た。多年にわたり越谷市の社会福祉事業に功績のあった方を表
彰し、感謝の意を表すものであり、今後も表彰制度を推進して
いきたい。【福祉推進課】

平成２６年１月に第１６回越谷市社会福祉大会を開催
し、市民による福祉活動を促進し、福祉の風土づくりを
進めるため、福祉実践活動功労者・団体などの表彰を
行った。（５年ごとの開催）
【福祉部】

（２）啓発イベ
ントの推進

４　「障害者の
日記念事業ふれ
あいの日」の充
実

　障がい者福祉に対する理解の促進と共に生きる地域社
会の実現を図るため、障がい者団体等
で構成する実行委員会が中心となり、「障害者の日記念
事業ふれあいの日」を開催します。より
多くの市民の参加を促進するため、事業内容の更なる充
実と周知を図ります。

第35回ふれあいの日を開催
　来場者　4,500人
　福祉団体の発表、模擬店、バザー等
　越谷市立中央中学校吹奏楽部、越谷市消防音楽隊の演奏
　ソーラン節の演舞等
　ふれあいの日ポスター原画募集　応募数35点
【障害福祉課】

障害福祉課
子育て支援課

　障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、交流で
きる機会を設けることができたが、今後は、より一層、一般の
方の参加を促進することができるよう努めていく。【障害福祉
課】

　多くの市民参加により、障がいに対する知識や理解が深まっ
た。【子育て支援課】

　障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、交流
できる機会を設けることができたが、今後は、より一層、一
般の方の参加を促進することができるよう努めていく。【障
害福祉課】

　毎年4,000人以上の市民が参加し、障がいに対する知識や
理解が深まった。【子育て支援課】

１　広報・啓発活動の充実

第１章　啓発・広報の推進
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）多様な交
流機会・場の提
供

１　地域住民と
障がい者との交
流の促進

　障がい者への理解を促すため、越谷市障害者福祉セン
ターこばと館やそこで活動する障がい者団体や市内の障
がい者関連福祉施設、ボランティア活動実践者などが行
う地域との交流事業を支援します。また、地区コミュニ
ティ推進協議会による活動を支援し、世代間交流事業や
祭りなどの行事を通して地域住民と障がい者との交流を
促進します。

　障害者福祉センターこばと館において障害者の日記念事業であるふれあ
いの日を開催し、地域との交流を支援した。【障害福祉課】

　児童発達支援センターで納涼会を開催し、近隣住民と交流を図った。ま
た、隣接する「しらこばと」の行事にも参加し、交流を図った。【子育て
支援課】

障害福祉課
子育て支援課
市民活動支援課

　障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、交流で
きる機会を設けることができたが、今後は、より一層、一般の
方の参加を促進することができるよう努めていく。【障害福祉
課】

　近隣住民の参加を促したことで、より多くの方に障がいに対
する興味関心を抱いてもらえた。【子育て支援課】

　障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、交流
できる機会を設けることができたが、今後は、より一層、一
般の方の参加を促進することができるよう努めていく。【障
害福祉課】

　行事を開催し、近隣住民と共に交流を図ることで、障がい
に対する理解が深まった。【子育て支援課】

（１）多様な交
流機会・場の提
供

２　国際交流の
促進

　国際交流員や多文化共生推進員が各施設で講座を開催
し、障がい者へ外国の文化等を紹介することで、国際理
解と多文化共生への意識を深め、本市の国際化を推進し
ます。

　越谷市障害者福祉センター「こばと館」にて、「外国文化とふれあお
う」を全3回開催し、延べ18人が参加した。
　内容については、アメリカ・ペルー・香港の文化や習慣等について紹介
し、民族衣装の試着体験や外国のお茶の試飲などを交えながら国際理解を
図った。

市民活動支援課

　平成23年度から継続して取り組んでいる事業で、「毎年楽し
みにしている」という参加者が多くいる。参加者からは「ぜひ
その国に行ってみたい」などとの感想が多く寄せられ、有意義
な交流の場となっている。【市民活動支援課】

毎年度、参加者の感想では好評をいただいたことからも
国際理解や多文化共生の意識を醸成することができた。
【市民活動支援課】

（１）多様な交
流機会・場の提
供

３　障がい者の
公共施設の利用
促進

　障がい者と地域住民が活発に交流できるように、地区
センター・公民館、市民会館、交流館などのコミュニ
ティ施設のバリアフリー化や使用料の減免などを行い、
公共施設の利用の促進を図ります。

　大沢地区センター２階の男・女トイレ各１箇所を和式から洋式へ改修し
た。また、南部交流館において、３階女子トイレ１箇所を和式から洋式へ
改修した。

市民活動支援課
関連各課

　便器の洋式化改修により、バリアフリー化を進めた。
　今後も、だれもが利用しやすい公共施設となるよう、利便性
の向上を図る。【市民活動支援課】

　障がい者と地域住民の交流の場ともなる、地区セン
ター・公民館、交流館などのコミュニティ施設のバリア
フリー化や使用料の減免などを行った。【市民活動支援
課】

（２）地域にお
ける福祉学習の
推進

１　出張講座の
開催

　地区センター・公民館との連携を密にし、出張講座の
周知と活用に努めるとともに、地域からの福祉づくりを
推進します。

　越谷西特別支援学校及び草加かがやき特別支援学校のPTAを対象に、障
がい者福祉の概要について出張講座を行った。また、市の成年後見業務の
委託先である越谷市社会福祉協議会「成年後見センターこしがや」が、民
生委員及び児童委員、自治会、老人会等を対象に出張講座を行い、成年後
見制度の普及・啓発活動を行った。【障害福祉課】

障害福祉課

　特別支援学校のＰＴＡや民生委員、自治会等を対象に、障が
い福祉概要や成年後見事業について説明を行い、制度への理
解、周知が図られた。
　ますます高齢化が進展することに伴い、成年後見事業につい
ては、利用者の増加が考えられることから、さらに周知を図る
必要がある。
【障害福祉課】

　特別支援学校のＰＴＡや民生委員、自治会等を対象に、障
がい福祉概要や成年後見事業について説明を行い、制度への
理解、周知が図られた。【障害福祉課】

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）市民への
啓発事業の推進

１　地区イベン
トを通した交流
機会の促進

　福祉施設従事者、あるいは障がい者関係団体と市民と
の交流の機会の提供を図ります。

　障害者就労訓練施設しらこばとにおいては、イオンレイクタウンでの作
品展やふれあい交流会を、また、障害者福祉センターこばと館において
は、文化祭を開催し、サービス事業所等や障がい者関係団体と市民との交
流の場を提供した。【障害福祉課】

障害福祉課

　障害者就労訓練施設しらこばとの事業は、これまで施設内で
の実施がほとんどであったが、イオンレイクタウンという多く
の地域住民が訪れる場所での事業の開催は、より多くの方との
交流の機会の提供につながった。【障害福祉課】

　障がい者関係団体の利用が多い障害者福祉センターこばと
館に加え、平成23年度に開設した福祉施設との連携が多い障
害者就労訓練施設しらこばとにおいても地域住民との交流に
つながる事業を行うことにより、多くの市民へ障がいに対す
る理解の普及・啓発を図れた。【障害福祉課】

（１）市民への
啓発事業の推進

２　民生委員・
児童委員との連
携

　地区民生委員・児童委員協議会の研修会を支援し、障
がい者と地域とのパイプ役としてその活動の充実を促進
します。

　身近な地域における相談内容の充実を図るため、研修などを通じて民生
委員・児童委員の専門性の向上に努めた。
　平成27年度　12,487件
　 (うち障がい者に関すること310件）
 【福祉推進課】

障害福祉課
福祉推進課
関連各課

　 H28.3月末の越谷市の民生委員・児童委員は422名で、一人
当たりの相談は年間約30件である。一人暮らし高齢者の見守り
や支援など、その活動への期待はますます高まっている。今後
とも研修などを充実するとともに、市民への民生委員・児童委
員の啓発活動なども進めていきたい。【福祉推進課】

民生委員活動や研修に意欲的に取り組む委員が増加して
いる。【福祉推進課】

２　地域での交流と理解の促進

３　市民との協働による地域福祉の推進
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（２）社会福祉
協議会への支援
と連携の強化

１　社会福祉協
議会への支援と
連携の強化

　越谷市社会福祉協議会は、民間地域福祉活動の推進主
体として、また、ボランティアや在宅福祉サービスなど
の拠点としてさまざまな事業を展開し、福祉の向上に大
きな役割を担っていることから、今後も越谷市社会福祉
協議会への支援に努めるとともに、連携の強化を図りま
す。

　地域福祉の中核的役割を果たす社会福祉協議会へ助成金を支出。 【福
祉推進課】

障害福祉課
福祉推進課
社会福祉協議会

　今後も引続き社会福祉協議会との連携強化に努める。【福祉
推進課】

　社会福祉協議会との連携強化に努めた。【福祉推進課】

（３）NPO等民
間団体との協働

１　ボランティ
ア団体等への支
援

　ボランティア活動は福祉の向上には欠かせないもので
あり、地域福祉の担い手として期待されていることか
ら、越谷市社会福祉協議会と協力して、ボランティアの
育成と組織化を図るとともに、活動場所や情報の提供、
講習会・研修会、教室の開催等ボランティア活動の活性
化・安定化等について検討し、その活動を支援します。

　障害者福祉センターこばと館において、手話通訳者養成講習会、要約筆
記者養成講習会などの福祉ボランティアの育成事業を実施した。また、受
講者・修了者のサークル活動への支援を実施した。【障害福祉課】

障害福祉課
関連各課

　平成２７年度は、手話及び要約筆記に係る講習会を全5コー
ス127回開催し、延べ1,239人が受講した。前年度と比較すると
141人増加しており、その中でも手話奉仕員養成講習会の入門
編及び要約筆記者講習会の受講者数が顕著に増加しており、手
話及び要約筆記の普及が進んできている。

　手話通訳者養成講習会の本コースの修了者のうち手話通訳
者派遣事務所の登録者を平成２６年度及び２７年度において
は、輩出できなかったことから、コースの内容の更なる充実
が課題である。【障害福祉課】

（３）NPO等民
間団体との協働

２　社会福祉法
人、民間団体等
との連携

　障がい者の自立支援サービスの充実と、社会福祉法人
や民間団体などとの協働を推進するため、連携を強化し
ます。

　研修の情報等必要な情報提供を行った。また、施設の開設に向けた相談
等に応じた。【障害福祉課】

障害福祉課
関連各課

　サービス充実のための各種研修等の情報提供や施設開設に向
けた相談等を行うことにより、法人や民間団体との連携をより
深めることができた。
　今後も引き続き連携を強化し、必要な情報提供等を行う。
【障害福祉課】

　サービス充実のための各種研修等の情報提供や施設開設に
向けた相談等を行うことにより、法人や民間団体との連携を
より深めることができた。
　今後も引き続き連携を強化し、必要な情報提供等を行う。
【障害福祉課】

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）サービス
供給体制の多元
化

１　公的施設の
利用システムの
検討

　地区センター・公民館、市民プール、公園などの公的
施設における障がい者利用の利便性の向上を図るととも
に、高齢者の福祉施設を障がい者も利用できるようなシ
ステムについて検討します。

　平成２７年１２月に開設した越谷市老人福祉センターひのき荘におい
て、補聴器補助器具「磁気ループ」を設置したほか、施設内廊下全面に手
すりを設置した。また、常設のパソコンには、視覚障がい者に配慮し、音
声読み上げソフトを導入した。
【福祉推進課】

障害福祉課
福祉推進課
関連各課

　施設整備のみならず、備品購入などの施設運営においても利
用者の声を反映したサービスの向上に努めた。今後も引き続き
障がい者や高齢者の使用しやすい施設づくりに努めていきた
い。
【福祉推進課】

利用者の声を反映した施設運営が図られた。【福祉推進
課】

（１）サービス
供給体制の多元
化

２　民間サービ
ス事業者の育成

　障がい者がいつでも安心して、適切なサービスを選択
できるよう、民間サービス事業者の育成を図ります。

　情報提供や事業所情報の共有を図り、民間サービス事業者への指導・助
言を行った。【障害福祉課】

障害福祉課
関連各課

　平成27年度の中核市移行に伴い、障害福祉サービス事業所等
の指定事務が県より移譲され、より細やかに情報提供や事業所
情報の共有が可能となった。【障害福祉課】

　民間サービス事業者数は増加しており、新規参入の事業所
も多いことから、今後とも情報提供や指導・助言等を行って
いく。【障害福祉課】

（２）ネット
ワークの推進

１　見守りネッ
トシステムの検
討

　緊急時や災害時に障がい者の安全を図るため、プライ
バシー問題については十分に配慮しつつ、身近な地域で
の声かけ運動や見守りネットシステムの形成など、地域
住民や民生委員、ボランティア等による支援を含めた越
谷市社会福祉協議会による見守り活動について検討しま
す。

　越谷市社会福祉協議会において、小地域福祉活動の担い手である福祉推
進員を養成し、地域のボランティアとともに見守りが必要な方やふれあい
サロン参加者の見守りを実施した。【障害福祉課】

障害福祉課
関連各課

　引き続き、福祉推進員を養成、見守りが必要な方への見守り
を実施する。【障害福祉課】

　引き続き、福祉推進員を養成、見守りが必要な方への見守
りを実施する。【障害福祉課】

（２）ネット
ワークの推進

２　地域包括ケ
アネットワーク
の充実

　市では、障がい者や高齢者など支援を必要とする方
が、安心して暮らし続けることができるように、市内１
０か所の地域包括支援センターを拠点に地域全体で見守
りや助け合いをしていくネットワークを進めています。
警察署や消防署などの関係機関をはじめ、地域の事業者
や各種団体、地域住民と連携し、支援を必要とする方を
早期に発見して、問題の深刻化を防ぎます。支援を必要
とする方の相談や情報を受けた地域包括支援センター
は、必要に応じて支援につなげます。

①地域包括支援センターが、各地区の関係機関・団体等への挨拶まわり及
び地域包括支援センター・地域包括支援ネットワークのＰＲ活動を実施
　周知活動延回数　 ３，６０１回

②地域包括支援センターが、各地区の協力機関・団体との交流を通して、
「顔の見える関係」を築く場として、高齢者が安心して生活できる地域づ
くりを目指す会議を開催した。
　地域包括支援ネットワーク会議開催回数　　　　　　　２８回
　地域包括支援ネットワーク会議延参加人数　　　１，２５０人
【福祉推進課】

地域包括ケア推
進課
障害福祉課
関連各課

①地域包括支援センター・地域包括支援ネットワーク会議の周知を積
極的に図ることができた。引き続き、実施していく。

②全地区で地域包括支援ネットワーク会議の開催ができた。引き続
き、継続的に実施していく。【地域包括ケア推進課】

①地域包括支援センター・地域包括支援ネットワーク会議の
周知を積極的に図ることができた。引き続き、実施してい
く。

②全地区で地域包括支援ネットワーク会議の開催ができた。
引き続き、継続的に実施していく。【地域包括ケア推進課】

（２）ネット
ワークの推進

３　地域交流活
動の推進

　日中活動や自主活動ができる場など暮らしの基盤づく
りを推進し、地域ぐるみで支えあう体制づくりに努め、
地域交流活動を推進します。

　地域交流活動推進モデル事業を行う2団体に補助金を交付し、活動を支
援した。【障害福祉課】

障害福祉課
関連各課

　地域交流活動の推進を図る2団体への支援を行うことによ
り、日中活動の場の確保を推進し、障がい者の自立や社会参加
の促進に寄与することができた。【障害福祉課】

　地域交流活動の推進を図る2団体への支援を行うことによ
り、日中活動の場の確保を推進し、障がい者の自立や社会参
加の促進に寄与することができた。【障害福祉課】

４　地域ネットワークの形成
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）疾病予防
対策の充実

１　乳幼児等健
康診査事業の充
実

　乳幼児に対し健康診査を実施し、疾病及び運動機能や
精神発達に関する問題を早期に発見することで、発育・
発達に応じた育児相談等を行い、健全な育成を図りま
す。また、妊婦に対して妊婦健康診査を実施し、妊娠中
から継続して支援します。

乳幼児健康診査受診者数　（受診率）
　4か月児健康診査　　　　  2,629人（94.3％）
　10か月児健康診査　　　　 2,687人（92.0％）
　1歳6か月児健康診査　　   2,737人（96.2％）
　3歳児健康診査　　　　　  2,791人（92.7％）
妊婦健康診査（14回／人）　延受診者数　  34,143人

市民健康課
　引き続き受診勧奨を行い、円滑な事業の実施に努めた。【市
民健康課】

　円滑な事業の実施に努めた。
【市民健康課】

（１）疾病予防
対策の充実

２　健康診査・
がん検診等事業
の充実

　疾病の早期発見・早期治療につなげるとともに、生活
習慣病等を予防し、健康の保持・増進を目的に、健康診
査・がん検診・骨粗しょう症検診等を実施します。生活
習慣病予防、骨粗しょう症予防などについて広報や健康
教育などを通して広く啓発し、健（検）診受診の必要性
について周知を図ります。

健康診査（医療保険未加入40歳以上）　286人

がん検診（受診率）
胃がん　12,386人（12.4％）、肺がん　21,353人（21.3％）、大腸がん
23,279人（23.2%）、乳がん　9,081人（25.0％）、子宮頸がん  10,084人
（13.4％、妊婦健診による受診者を含まず）、前立腺がん　751人、
口腔がん　2,798人

骨粗しょう症検診　1,573人

肝炎ウイルス検診　1,620人

成人歯科健康診査　1,598人

保健カレンダーや広報、ホームページにて周知。
【市民健康課】

特定健康診査（速報値）       後期高齢者健康診査
　対象者　59,325人           対象者　32,252人
　受診者　22,277人           受診者　10,574人
　受診率　37.6％             受診率　 32.8％
※給付担当
連合会よりH28.4.30現在　　　後期高齢者医療担当実績より
【国民健康保険課】

市民健康課
国民健康保険課

　引き続き受診促進及び啓発に努めるとともに、円滑な事業の
実施に努めた。【市民健康課】

・ＪＡ越谷市と連携し、農産物直売所で受診促進キャンペーン
を行った。また、ＪＡ越谷市と越谷市商工会（現・越谷商工会
議所）の広報誌に特定健診の記事を掲載し、各団体の会員（国
保加入者）の健康増進と受診促進を図った。
・受診啓発活動として、東部地区保険者と合同で大型ショッピ
ングモールにて受診促進キャンペーンを行い、来場者に周知す
るとともに、メディアを活用し市民への周知を図った。
・制度周知のための広報活動として、従来の広報こしがや、越
谷市ホームページ、自治会回覧版、越谷ｃｉｔｙメール、ケー
ブルテレビ、行政情報電子掲示板に加え、ラジオＣＭも活用し
市民への周知を図った。
・未受診者対策として、未受診者に受診勧奨通知の発送と電話
勧奨（コールサービス）を実施し、受診率の向上に努めた。

【国民健康保険課】

受診促進及び啓発に努めるとともに、円滑な事業の実施に努
めた。
【市民健康課】

特定健康診査については、受診促進キャンペーン等を実施し
周知に努めてきたが、受診率は目標値に達していない。特に
４０歳・５０歳代の被保険者の受診率が低いため、この世代
の受診率を向上させることが今後の課題である。
【国民健康保険課】

（１）疾病予防
対策の充実

３　予防接種の
推進

　感染症を原因とする障がいを予防するため、かかりつ
け医による接種を推進するとともに、健診等の機会にお
いて未接種者への勧奨に努め、接種率の向上を図りま
す。

BCG　　　　　　　　 2,699人
４種混合　　　　延 10,934人
３種混合　　   　　　　 3人
ポリオ  　      延　  429人
２種混合　 　 　　　2,030人
麻しん・風しん　1期 2,763人
　　　　　　　  2期 2,738人
水痘　　　　 　　　 5,807人
日本脳炎　　　 　延 9,407人
子宮頸がん予防　        1人
ヒブ　　　　　 　延 11,119人
小児用肺炎球菌 　延 11,135人
高齢者インフルエンザ予防接種　30,188人
高齢者肺炎球菌予防接種　　　 　7,010人

市民健康課
　引き続き予防接種に関する適切な情報の提供と必要性につい
て周知し、円滑な事業の実施に努めた。【市民健康課】

　接種勧奨及び啓発に努めるとともに、円滑な事業の実施に
努めた。
【市民健康課】

（１）疾病予防
対策の充実

４　救急医療情
報キット事業の
推進

　救急医療情報キットとは、救急時に必要な情報（持
病・かかりつけ病院・常服薬・緊急連絡先等）をボトル
にまとめて保管することで救急隊、病院が迅速に救急救
命活動を行えるようにするためのものです。
　高齢者や障がい者等に対し、救急医療情報キットを配
布し、万一の緊急事態に備えることにより、安心した生
活が送れるよう支援し、福祉の向上を図ります。

●配布実績（年間）
配布本数　２８７本　配布人数　４１１人
【福祉推進課】

福祉推進課
障害福祉課

　今後も広報やホームページなどを活用し、民生委員などの協
力機関と連携して積極的に普及啓発活動をしていく。
【福祉推進課】

　広報やホームページなどを活用し、民生委員などの協
力機関と連携して積極的に普及啓発活動を行った。【福
祉推進課】

（２）健康づく
りの推進

１　母子健康づ
くり事業の充実

　母子の健康づくりを推進するため、保健カレンダー等
を活用し、各種教室への参加を促進するほか、個別相談
や訪問等を行います。
　平成２０年度（２００８年度）より「こんにちは赤
ちゃん事業」を開始し、助産師・保健師による産婦・新
生児等への訪問を充実しています。平成２１年度（２０
０９年度）の児童福祉法の一部改正により、新たに第二
種社会福祉事業として位置付けられた「乳児全戸訪問事
業」「養育支援訪問事業」として充実を図ります。
　また、幼児期の健全な発育・発達を支援するため、
「食生活」「歯の健康について」「日常生活の過ごし
方」「アレルギー疾患」などの講話や運動指導を行う幼
児保健教室を開催します。

各種教室
　母親学級・両親学級　延40回　延1,581人
　離乳食教室　　　　　延57回　延　948人
　幼児保健教室　　　　延 7回　延　164人
　思春期保健講座　　　延 3回　延　387人

各種相談
　乳幼児育児相談　　　延50回　延1,573人
　継続相談　　　　　　延23回　延  148人
　特別発達相談　　　　延63回　延　330人
　乳幼児栄養相談　　　延30回　延　423人

家庭訪問
妊産婦・新生児訪問　　2,438件（4,891人）
養育支援訪問　　　　 　 363件（  589人）
未熟児養育訪問　　　　  134件　延 221件

市民健康課
　必要な方が受講、相談が受けられるよう事業の周知をした。
【市民健康課】

　必要な方が受講、相談が受けられるよう事業の周知をし
た。【市民健康課】

１　疾病の予防と早期発見・早期対応

第２章　保育・医療の充実
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（２）健康づく
りの推進

２　健康づくり
推進事業の充実

　市民一人ひとりが自分の健康について関心を持ち、自
らの健康の保持増進を図るために、健康に関する正しい
情報を提供し、実践方法の普及、仲間づくりを推進し、
健康づくりを支援します。
　また、生きがいのある心豊かな人生が送れるよう関係
機関と連携しながら、生涯各期における心の健康づくり
事業を推進します。
　さらに、健康施設を活用するため、県民健康福祉村や
県立大学と連携して、市民の健康づくりを推進します。

●ふれあいサロン等を利用しての健康相談
　健康相談　　　　　　　　１３３回　参加延べ人数１，０６９人
●心の健康講座　　　　　　　　１回　参加人数７７人
●自治会や民生委員・児童委員協議会などへの出前講座・地区健康教育
　実施回数　　　　　　　　３２６回　参加延べ人数９，００３人
●いきいきセントー事業内健康相談　  ２４回　  ３９６人
【福祉推進課】

健康教育　451回　9,896人

健康相談　843回　3,132人
（いきいきセントー相談事業　24回　396人含む）

県立大学から専門的な助言を得ながら健康体操教室を市内4か所で実施
（延べ77回）
県民健康福祉村所属の健康運動指導士の協力を得て運動セミナーを実施
（2回）
【市民健康課】

市民健康課
福祉推進課
地域包括ケア推
進課

 健康相談や地区健康教育を通して、介護予防に関する情報提
供を行い、高齢者の健康づくりを実施することができた。【福
祉推進課】

 健康相談や地区健康教育を通して、介護予防に関する情報提
供を行い、高齢者の健康づくりを実施することができた。今後
も積極的に実施していく。【地域包括ケア推進課】
 

  健康の保持増進を図ることや、正しい情報提供と仲間づくり
を推進するため、健康教育や健康相談を実施した。また、県民
健康福祉村や県立大学と連携して事業を実施し、市民の健康づ
くりを支援した。【市民健康課】

　健康相談や地区健康教育を通して、介護予防に関する情報
提供を行い、高齢者の健康づくりを実施することができた。
【福祉推進課】

 健康相談や地区健康教育を通して、介護予防に関する情報
提供を行い、高齢者の健康づくりを実施することができた。
今後も積極的に実施していく。【地域包括ケア推進課】
【地域包括ケア推進課】

  関係機関と連携しながら、市民の健康づくりを支援した。
【市民健康課】

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）乳幼児の
健やかな発達へ
の支援

１　相談の充実
　保健指導を必要とする幼児に、継続した相談援助がで
きるよう発達相談などの相談指導体制を充実します。

各種相談
　乳幼児育児相談　　　延50回　延1,573人
　継続相談　　　　　　延23回　延  148人
　特別発達相談　　　　延63回　延　330人
　乳幼児栄養相談　　　延30回　延　423人

市民健康課
  必要な方が、受講、相談が受けられるよう事業の周知をし
た。【市民健康課】

  必要な方が、受講、相談が受けられるよう事業の周知をし
た。【市民健康課】

（２）地域療育
体制の整備

１　ことばの治
療相談室の充実

　言語聴覚士などのスタッフ体制を充実するとともに、
関係機関との連携・協力を行います。さらに、新たに整
備する障がい児施設において、みのり学園、あけぼの学
園や療育教室との一体化した環境を整えることで、より
密接な連携をとって療育機能の充実を図ります。
　また、特別支援学級等とのかかわりや対象年齢の拡大
等を検討していきます。

　越谷市児童発達支援センターにおいて、外来相談（個別の相談・訓練）
に加え、通園部門及び療育教室にて療育を実施した。
　また、保育所や幼稚園に通っている児童向けの療育「のびのび」におい
ては、他職種(理学療法士・作業療法士・保育士)とともに、保育所・幼稚
園に通う児童を対象に所属集団と連携を図りながらグループ指導を行っ
た。
　新規相談209件、経過観察224件、訓練874件、（合計1,307件）
　【子育て支援課】

子育て支援課

　言語や聴覚に課題のある乳幼児に対し個別の訓練・指導を
行った。また、言語面だけでなく行動面や知的な遅れなど複合
的に課題のある児童について、グループ療育や他専門職と連携
をとりながら療育を行うことができた。【子育て支援課】

 スタッフ体制の充実を図ることが出来た。また、専門職と
の連携によって療育機能の充実も図ることが出来た。【子育
て支援課】

（２）地域療育
体制の整備

２　療育教室等
の充実（３章に
再掲）

　早期療育教室の指導体制を充実するとともに、保健セ
ンター、ことばの治療相談室、みのり学園、あけぼの学
園、保育所などとの連携を図ります。
　また、障がい児施設の整備と併せた一体化により、一
層の療育機能の充実を図ります。

　心身の発達に障がいや遅れがみられる低年齢児を対象に、障がい別又は
年齢別に療育・訓練・各種相談（作業・理学･言語･心理）を実施した。
 　いちご教室　　（概ね1歳以上2歳未満児）　            14回
 　つくしんぼ教室（概ね2歳以上3歳未満児）　　         123回
 　はとぽっぽ教室（概ね3歳以上児） 　　　　 　         74回
 　たけのこ教室　（肢体機能に遅れのある1歳以上児）　　 37回
【子育て支援課】

子育て支援課
　集団の場における保育・療育が可能となるよう、保護者への
指導を含め訓練を実施している。【子育て支援課】

 利用者の増加に対応する為、教室を拡大し、より多くの人
が利用できるよう配慮した。また、専門職との連携によって
療育機能の充実が図れた。【子育て支援課】

（２）地域療育
体制の整備

３　障がい児通
園施設の充実
（３章に再掲）

　知的障がい児通園施設みのり学園、肢体不自由児通園
施設あけぼの学園における療育機能を充実し、発達支援
の向上に努めるとともに、ことばの治療相談室及び早期
療育教室とも一体化を図り、心身障がい児の相談・指
導・訓練などを行う拠点施設として、平成２５年度（２
０１３年）の開設を予定しています。
　また、施設の機能を活かし、相談事業の充実や在宅で
療育を必要とする児童を対象に日常生活における動作及
び集団生活への適応訓練を実施していきます。

　運動発達に支援が必要な１歳半から就学前の児童をぐんぐんピンク、知
的発達に支援が必要な2歳から就学前の児童をぐんぐんグリーンにおい
て、日常生活における動作及び集団生活への適応訓練を実施した。
　また、作業療法士・理学療法士・言語聴覚士による個別又は集団指導を
行っている。さらに臨床発達心理士による心理相談40回、保育所等との交
流保育も22回行った。
　外来部門では施設の機能を活かし、各種相談事業（作業療法・理学療
法・言語療法・心理）を行い充実を図った。また、市内の保育所、幼稚園
に通う児童を対象に、各所属先と連携を図りながら指導を行った。
【子育て支援課】

子育て支援課

　通園部門ぐんぐんでの日々の療育訓練の他、施設の機能を活
かし専門職（作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、臨床発達
心理士）による専門の療育も取り入れ内容の充実が図れた。ま
た、外来部門においても地域の相談窓口としての機能を果た
し、児童とその保護者に対しての支援を図ることができた。
【子育て支援課】

　初回の相談から療育までの一本化が可能となり、より充実
した支援体制に繋がった。また、専門職と連携を図ること
で、内容も充実した。さらに、各関係機関との連携を図りな
がら、業務を進めることができた。【子育て支援課】

（２）地域療育
体制の整備

４　障がい児補
装具等給付の充
実

　身体に障がいのある児童に対して補装具等を給付し、
日常生活の向上を図ります。障がいの早期発見と機能訓
練等により補装具等の利用が低年齢化しており、児童の
状態に応じた適正な支給に努めます。

　身体障害児補装具費支給状況　３８０件
　品目：装具、補聴器、車いす、座位保持装置、座位保持いす、歩行器、
歩行補助杖、眼鏡等。【子育て支援課】

子育て支援課
　装具購入費を補助することで、保護者の経済的な負担軽減を
図ることができた。【子育て支援課】

　児童の状態に応じて適正な支給を行った。また、装具購入
費を補助することで、経済的な負担軽減を図ることができ
た。【子育て支援課】

（２）地域療育
体制の整備

５　障がい児支
援事業の推進

　居宅生活支援サービスや施設サービスを通じて、障が
い児の在宅生活を支援するとともに、介護者等への負担
軽減を図ります。サービス提供事業者が少なく、必要な
サービスが受けられない場合には、生活サポート事業等
他の制度を一部活用するなどして、利用者のニーズに応
えていきます。また、障害者自立支援法等に基づくサー
ビス事業所の設置を支援していきます。

　介護給付費支給件数
　　居宅介護　　　　　　　　　４６７件　　　７，５４２時間
　　行動援護　　　　　　　　　２８６件　　　２，６３８時間
　　短期入所　　　　　　　　　　９３件　　　　　　３３２日
　　　　　　　　　　　（合計　８４６件）
　障害児通所給付費支給件数
　　児童発達支援　　　　　１，９８５件　　　１６，７６０日
　　医療型児童発達支援　　　　　  ０件　　　　　 　　 ０日
　　放課後等デイサービス　６，４２９件　　　５２，８１４日
　　　　　　　　　（合計　８，４１４件）
　　【子育て支援課】

子育て支援課

　介護給付費（居宅介護、行動援護、短期入所）の支給件数が
平成２６年度と比較し、軒並み増加した。
　また、障害児通所支援事業所は平成２６年度に比べ７箇所増
の２８箇所となった。利用事業所が増設されたことで、障がい
児とその家族の支援が図れた。【子育て支援課】

　利用者数や利用時間は年々増加傾向にあり、市民からの
ニーズは大きい。今後も相談が多くなることが予想されるた
め、適切な支援を行う必要がある。【子育て支援課】

２　地域療育システムの充実
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）障がい者
保健サービスの
充実

１　訪問事業の
充実

　障がい者、高齢者の健康の保持・増進と障がいの重度
化の防止を図るため、訪問健康診査や在宅訪問歯科保健
事業（健康診査・保健指導）などの保健事業を充実する
とともに、保健師・栄養士・理学療法士・作業療法士な
どによる訪問事業を実施します。また、在宅での療養生
活を支えるため、市内訪問看護ステーション等の情報を
提供します。

訪問延べ回数58回　訪問実人数15人
（内訳：精神的疾患の方　延べ37回　実人数7人
　　　　身体的疾患の方　述べ21回　実人数8人）

在宅訪問歯科保健事業　9人
【市民健康課】

訪問延べ回数222回
【精神保健支援室】

市民健康課
精神保健支援室

　引き続き事業の周知と、円滑な事業の実施に努めた。
　なお、中核市移行に伴い、精神疾患の方については、保健所
精神保健支援室で相談・訪問を実施した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【市民健康課】

　関係機関と連携しながら、当該事業を実施した。
　また、再度の措置入院を予防するため、措置解除後には対象
者及び家族に対して全件面接を実施した。
【精神保健支援室】

 

  関係機関と連携しながら、訪問事業を実施した。【市民健
康課】

（１）障がい者
保健サービスの
充実

２　家族介護支
援事業の充実

　在宅の障がい者を介護する家族などに対し、介護知識
など必要な情報の提供を行うとともに、介護者自身の健
康相談などを充実します。

●家族介護教室を開催し、心理的負担の軽減に努めた。
　開催回数　１回　参加人数４７人
●介護者に介護マークを平成２４年３月から配布し、偏見による心理的負
担の軽減を図った。
　介護マーク申請者数（単年度）　　　　１３人
　介護マーク申請者数（累積数）　　　１８７人
●認知症サポーターを養成した。
　認知症サポーター数（単年度）　５，５０５人
　認知症サポーター数（累積数）２２，９５７人
【福祉推進課】

　保健師による、在宅での介護を要する高齢者や障がい者がいる家族等か
らの来所相談や電話相談を実施。
　蒲生地区センター、桜井地区センターに保健師を各2名配置し、同様の
来所相談や電話相談を実施。
【市民健康課】

地域包括ケア推
進課
市民健康課

　高齢社会の進展とともに、認知症高齢者や介護者数が増加し
ており、介護者への負担軽減や周囲の理解が重要になってきて
いる。今後も周知等積極的に実施していく。
【地域包括ケア推進課】
　

　引き続き、在宅の高齢者や障がい者を介護する家族の健康の
大切さを周知し、関係機関と連携しながら、健康相談を実施し
た。【市民健康課】

　高齢社会の進展とともに、認知症高齢者や介護者数が増加
しており、介護者への負担軽減や周囲の理解が重要になって
きている。今後も周知等積極的に実施していく。
【地域包括ケア推進課】

　関係機関と連携しながら、健康相談を実施した。【市民健
康課】

（２）地域リハ
ビリテーション
の充実

１　機能訓練事
業の充実

　身体機能の障がい又は低下のある方に対して、機能の
維持・回復を図るため、日常生活に必要な機能訓練事業
を充実し、介護予防にも努めます。また、早期に支援が
できるよう関係機関などと連携・協力して対象者の把握
に努め、医療機関やリハビリテーションセンターなどと
相互連携を図ります。
　介護保険法・障害者自立支援法との整合性を考慮し、
健康づくり及び介護予防と自立支援の視点から事業展開
を図るとともに、運動習慣の継続による機能維持と生活
の質の確保のための啓発事業を実施します。

平成26年度で事業終了

（健康づくり事業の一貫として実施）
言語の教室　　　1か所　21回　延べ190人

市民健康課
　健康づくり事業の一環として、関係機関との連携を図りなが
ら言語の教室を実施した。【市民健康課】

　関係機関との連携を図りながら、円滑な事業の実施に努め
た。【市民健康課】

（２）地域リハ
ビリテーション
の充実

２　自主訓練グ
ループの支援

　身体機能の維持・回復を目標とした自主的活動や、同
じ疾患をもつ人々との交流を希望する方に対し、活動や
訓練に関する助言、必要に応じて健康相談などを実施
し、充実した社会生活が送れるよう支援します。

　２グループに対して理学療法士、作業療法士が必要に応じて相談を実
施。
【市民健康課】

市民健康課
　引き続き身体機能の維持・回復の必要性を周知し、円滑な事
業の実施に努めた。【市民健康課】

　身体機能の維持・回復の必要性を周知し、円滑な事業の実
施に努めた。【市民健康課】

（２）地域リハ
ビリテーション
の充実

３　リハビリな
んでも相談の推
進

　身体機能などの相談を行うことにより機能の維持・向
上を図り、高齢者の介護予防・自立支援を行います。

リハビリなんでも相談
　4か所　41回　115人
【市民健康課】

市民健康課
社会福祉協議会

　引き続き身体機能の維持・向上の必要性を周知し、円滑な事
業の実施に努めた。【市民健康課】

　身体機能の維持・回復の必要性を周知し、円滑な事業の実
施に努めた。【市民健康課】

３　在宅保健サービスの充実
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）地域医療
体制の充実

１　かかりつけ
医が必要である
との認識の向上

　障がい者が身近なところで、日常の診療だけでなく、
健康相談なども受けられ健康管理の充実が図れるよう、
かかりつけ医を持つことが必要であるとの認識が向上す
るよう努めます。

　かかりつけ医を持つ事の重要性について、市民ガイドブック、広報こし
がや、保健カレンダー、市ホームページ等への掲載や、テレビ広報いきい
き越谷においてのＰＲを通じて、普及啓発に努めた。
　日曜日や祝日に診療を行っている医療機関について調査を行い、チラシ
を作成し、公共施設や市内各駅の広報ボックスにおいて周知を行うととも
に、救急の日のイベントにおいても配布したほか、市ホームページにも掲
載した。
　春の大型連休、お盆、年末年始において診療を行っている医療機関の調
査を行い、市ホームページに掲載した。

地域医療課

　各種媒体を通じて、かかりつけ医を持つ事の重要性の普及啓
発に努めた。今後も、広報誌や市ホームページ等を活用し、か
かりつけ医のより一層の普及啓発に努め、その定着を図ってい
く。【地域医療課】

　５年間を通じ普及啓発に努めてきたが、かかりつけ医が必
要であるとの認識を向上させるためには、今後も継続的な普
及啓発が必要になるため、引き続き各種媒体を通じた広報を
行っていきたい。【地域医療課】

（１）地域医療
体制の充実

２　病院・診療
所連携体制の支
援

　障がい者が適切な医療を確保できるよう医療機関の機
能分担により、病院間及び、病院と診療所の連携による
医療体制を促進するため、病診連携を支援します。

　効率的かつ効果的な医療提供体制を整備するため、地域包括ケアシステ
ムの検討を行う中で、病診連携を含めた他職種間での連携体制について検
討を行った。

地域医療課
　関係各課、各関係機関と引き続き調整を図っている。【地域
医療課】

　病院間及び、病院と診療所の連携による医療体制の推進を
行ってきたが、今後は地域包括ケアシステムの中で、より広
範な連携体制を構築していきたい。【地域医療課】

（１）地域医療
体制の充実

３　障がい者歯
科相談医の情報
提供

　障がい者の口腔機能を改善し生活の質を高めるため、
歯科医師会による訪問歯科診療の推進を支援するととも
に、関係機関と連携して障がい者歯科相談医などについ
ての情報提供を図ります。

　訪問歯科診療医療機関や障がい者歯科相談医の情報提供を行った。
　あわせて、在宅訪問歯科保健事業については、広報こしがや、保健カレ
ンダー及び市ホームページに掲載し周知した。
【市民健康課】

市民健康課 　引き続き情報提供に努めた。【市民健康課】 　情報提供に努めた。【市民健康課】

（２）精神・難
病保健医療体制
の充実

１　精神保健福
祉相談体制の充
実

　医療機関相互の連携によるネットワークづくりを推進
するとともに、精神保健福祉士や保健師などによる専門
的相談体制を強化し、精神障がい者やその家族の相談援
助などの充実を図ります。

精神保健福祉に関する内容別相談件数（相談、訪問指導）
社会復帰3件、生活相談173件、制度利用40件、医療相談24件、受診前2
件、心の相談3件、その他132件（就労相談12件、受診援助5件、高次脳2
件、発達障害6件、精神遅滞0件、身体障害0件、難病0件、その他107件）
合計377件 【障害福祉課】

成人相談集計より（再掲、訪問含む）
　老人精神保健　7件、社会復帰　1件、アルコール　16件、薬物　0件、
ギャンブル　0件、思春期　3件、こころの健康づくり　221件、その他
94件、
【市民健康課】

障害福祉課
市民健康課

　精神保健福祉相談については、相談内容が多様化しており、
年齢層の広がりがあるが、平成２７年４月に創設された越谷市
保健所精神保健支援室と情報共有、連携し、相談体制の充実が
図られた。
【障害福祉課】

　中核市移行に伴い、新たに設置された保健所精神保健支援室
と連携し、相談体制の充実を図った。【市民健康課】

　精神保健福祉に関する相談は年々多様化する傾向にあり、
関係機関と連携をとり、相談支援の充実を図りながら、精神
障がい者を地域医療に結びつけ、早期治療・早期回復に繋ぐ
ことができた。
【障害福祉課】

　中核市移行に伴い、保健所精神保健支援室と連携して相談
体制の充実が図れた。【市民健康課】

（２）精神・難
病保健医療体制
の充実

２　精神保健福
祉家族教室の充
実

　関係機関と連携して、精神障がい者の家族を対象に
「家族教室」を開催し、病気に関する知識や関わり方、
福祉制度に関する情報などを提供するとともに、グルー
プワークを通して家族同士の交流を促進します。

　関係機関と連携しながら、当該事業を実施した。
　また、再度の措置入院を予防するため、措置解除後には対象者及び家族
に対して全件面接を実施した。
【精神保健支援室】

障害福祉課
精神保健支援室

　保健所の重点課題であるひきこもり、アルコール問題に焦点
化し、講演会や家族教室を実施した。
疾病等に関する理解を促し、家族の疾病への対応力の回復を
図った。また、教室後は個別相談により、本人や家族の支援を
継続している。
【精神保健支援室】

精神障がい者を抱える家族同士で思いや悩みを共有すること
で、精神障がい者と家族とのより良い関係をつくる目的で開
催した。
【精神保健支援室】

（２）精神・難
病保健医療体制
の充実

３　精神科救急
医療の情報提供

　保健所・埼玉県立精神保健福祉センターなどの関係機
関と連携し、広域的な協力のもと、精神科救急医療に関
する情報提供を充実します。

　適切な精神科救急医療に繋げる等、必要に応じて、精神保健支援室、埼
玉県立精神保健福祉センターなどの関係機関と連携、情報提供を行った。
また、日ごろから関係機関との情報共有に努めた。

障害福祉課
　緊急な対応が必要な患者に対し、精神保健支援室等の関係機
関へ情報提供し、連携して必要な医療に繋ぐことができた。
【障害福祉課】

　緊急な対応が必要な患者に対し、関係機関へ情報提供し、
連携して必要な医療に繋ぐことができた。【障害福祉課】

（２）精神・難
病保健医療体制
の充実

４　難病保健医
療相談・情報提
供の充実

　保健所などの関係機関と連携・協力して、在宅の難病
患者に対し、専門医や患者団体、医療及び療養生活に関
する相談や情報提供を充実します。

在宅の難病患者に対し、必要に応じて関係機関と連携しながら、情報提供
を行った。
　また、日常生活において支援が必要な方に、障害福祉サービスの提供を
行った。【障害福祉課】

電話相談等により、専門医療機関等の情報提供をした。【市民健康課】

市民健康課
障害福祉課

　在宅の難病患者に、必要に応じて情報やサービスの提供を行
い、在宅生活の支援を行うことができた。
　今後も引き続き関係機関と連携し、事業の周知や情報提供を
行い、支援の充実を図る。【障害福祉課】

　引き続き情報提供に努めた。【市民健康課】

　在宅の難病患者に、必要に応じて情報やサービスの提供を
行い、在宅生活の支援を行うことができた。
　今後も引き続き関係機関と連携し、事業の周知や情報提供
を行い、支援の充実を図る。【障害福祉課】

　情報提供に努めた。【市民健康課】

４　障がい者保健・医療体制の整備
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（３）医療費の
助成

１　重度心身障
害者医療費制度
の充実

　重度心身障害者医療費助成制度について、内容の充実
及び対象者の拡大を国・県に要望します。また、利用者
が使いやすいよう医療費の窓口払いの廃止について、さ
らなる拡大をすることにより、受給者の負担軽減・適正
給付に取り組みます。

対象者数：6,428人
助成件数：177,609件
助成金額：728,104,240円
【障害福祉課】

障害福祉課
　重度心身障害者の医療費を助成することにより、障がい者本
人や家族の経済的負担軽減を図ることができた。引き続き、適
正な給付に取り組み、制度の拡大に努める。【障害福祉課】

　平成２３年度から年々、助成件数は増加しており、重度心
身障害者の医療費を助成することにより、より多くの障がい
者本人や家族の経済的負担軽減を図ることができた。引き続
き、適正な給付に取り組み、制度の拡大に努める。【障害福
祉課】

（３）医療費の
助成

２　自立支援医
療等の推進

　精神障がい者の社会復帰を支援し、また身体の機能障
がいを除去、軽減するため、自立支援医療（精神通院、
更生医療、育成医療）を推進します。
　また、精神障がい者と家族の医療費負担のさらなる軽
減を図るため、通院医療費の助成を行います。

身体障がい者が負担する医療費を助成（助成件数　261件）
精神障がい者が負担する精神疾患に関する医療費（入院に関する医療費を
除く）
自立支援医療費（精神通院医療）を支給（受給者　４２６８人）
精神障がい者保健福祉手帳１級を所持する者（１９１人）で支給対象とな
る者へ重度心身障害者医療費を支給（｢（３）医療費の助成　１重度心身
障害者医療費制度の充実｣）を参照）【障害福祉課】

障害福祉課
　精神障がい者、身体障がい者の医療費を助成することによ
り、本人の経済的負担を軽減することができた。【障害福祉
課】

　精神障がい者、身体障がい者の医療費を助成することによ
り、本人の経済的負担を軽減することができた。【障害福祉
課】

（３）医療費の
助成

３　児童の心臓
手術費等の助成

　児童の心臓手術などにおける経済的な負担を軽減する
ため、精密検査及び手術などに要する医療費以外の自己
負担金について助成します。

　児童の心臓手術に際して、医療費以外の自己負担分について９件助成し
た。【子育て支援課】

子育て支援課
　児童の心臓手術に際して、医療費以外の自己負担分について
助成することで、保護者の経済的負担の軽減を図った。【子育
て支援課】

　助成金を支給して保護者の経済的負担を軽減するととも
に、併せて児童の健全育成に努めた。【子育て支援課】

（３）医療費の
助成

４　医療費助成
制度の周知

　広報紙や市民ガイドブック、市のホームページなど各
種の情報媒体を活用するとともに、チラシの作成・配布
や相談活動などさまざまな方法・機会をとらえて医療費
助成制度の周知に努めます。

　市民ガイドブックや市のホームページでの周知を図り、また、手帳の交
付時に制度の案内をした。【障害福祉課】

　市民ガイドブックや市ホームページでの周知を図り、また療育手帳・身
体障害者手帳の交付時に制度の案内をした。【子育て支援課】

障害福祉課
子育て支援課

　手帳申請や交付の際などに制度の案内を行い、経済的負担の
軽減を図った。【障害福祉課】

　手帳申請や交付の際などに制度の案内を行い、保護者の経済
的負担の軽減を図った。【子育て支援課】

　手帳申請や交付の際などに制度の案内を行い、経済的負担
の軽減を図った。【障害福祉課】

　手帳申請や交付時に制度の案内を行い、周知を行った。ま
た、適切な医療費助成に努めた。【子育て支援課】

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）ともに学
ぶ教育の推進

１　ともに学ぶ
教育の推進

　障がいのある子どもとない子どもが、分け隔てられる
ことなくともに学び育つことができるように、多様な支
援方法を検討して、障がいのある子どもとない子どもが
ともに学ぶことができるよう支援を進めます。

　特別支援学級（小学校19校、中学校7校）に在籍する児童生徒と通常の
学級との交流を推進。
　越谷・越谷西・草加かがやき特別支援学校の小中学部児童生徒を対象
に、居住地校交流を実施し、小・中学校の児童生徒の交流を推進。
　通常学級在籍の発達障がい等の児童生徒への教育的支援を充実させるた
め、大学教授などの専門家による発達支援訪問指導事業を全小・中学校で
実施。

教育センター

　特別支援学校との居住地交流については、埼玉県教育委員会
の進めている支援籍により実施。特定の学校に限らず実施して
いるため、交流を体験している児童生徒は増えている。
　発達支援訪問指導は、全小・中学校で実施し、５年目を終え
た。各学校において、訪問指導時の全体研修の工夫・改善が引
き続き課題となっている。【教育センター】

発達支援訪問指導は、「教育委員会の事務に関する点検評
価」において、平成27年度に外部委員評価でＡ評価を受け
た。しかし、専門家による年度を通した継続性のある指導の
必要性も指摘を受けている。予算確保等の条件面を整えてい
く必要がある。【教育センター】

（１）ともに学
ぶ教育の推進

２　福祉教育資
料の活用

　福祉教育を推進するため、福祉教育資料「たんぽぽ」
（小学３・４年生用）、「ほほえみ」（小学５・６年生
用）、「ふれあい」（中学生用）を作成及び活用し、さ
らなる充実を図ります。

　福祉教育資料の充実を図り、実践を推進するため、福祉教育資料「たん
ぽぽ」「ほほえみ」「ふれあい」の電子データ化に取り組むとともに、研
究授業を行い、内容の充実を図った。

指導課

　児童生徒の障がい者や高齢者福祉等への理解を深めるととも
に、積極的な実践力を育成するために、福祉教育資料集とその
年間指導計画例や活用事例集などの補助資料を編集、発行して
いる。今後、福祉教育資料集を一層活用しやすくするため、デ
ジタル教材化を完了させるとともに、社会の変化に即して内容
に更新していく。【指導課】

　児童生徒の障がい者や高齢者福祉等への理解を深めるとと
もに、積極的な実践力を育成するために、福祉教育資料集と
その年間指導計画例や活用事例集などの補助資料を編集、発
行してきた。今後、福祉教育資料集を一層活用しやすくする
ため、デジタル教材を充実させていく。【指導課】

（１）ともに学
ぶ教育の推進

３　学校環境の
整備と維持管理
の充実

　老朽化による施設・設備の機能低下を改善するため、
緊急性の高い箇所から計画的に改修し、学校施設の耐震
化を進めるとともに、維持管理に努めます。また、あわ
せて福祉環境整備事業に伴う、計画的なバリアフリー化
の整備を図り、子どもたちが安全で安心に学べる学習環
境の整備を進めます。

　平成24年度末をもって、計画的に進めてきた学校施設の耐震化にあわせ
たバリアフリー化の整備は完了しました。
　引き続き、福祉環境整備事業による、小中学校施設のバリアフリー化の
整備を進めてまいります。

学校管理課
　引き続き、福祉環境整備事業による、小中学校施設のバリア
フリー化の整備を進めてまいります。【学校管理課】

平成24年度末をもって、学校施設の耐震化にあわせたバリア
フリー化の整備は完了したことから、今後は福祉環境整備事
業による、小中学校施設のバリアフリー化の整備を進めてま
いります。【学校管理課】

第３章　教育・育成の充実

１　学校教育の充実
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（２）特別支援
教育の充実

１　特別支援学
級の充実

　障がい児の一人ひとりの可能性を最大限に伸ばし、社
会的自立を目指した教育を行うため、特別支援学級の適
切な設置を推進し、教育課程の充実、施設備品等の充実
を図り、個々に応じた指導ができるよう努めます。

　小学校に２教室、中学校に１教室新たな障害種の学級を新設設置した。
特別支援学級及び通級指導教室担当者を対象に、個別の教育支援計画の作
成や個別の指導計画、個別の教育支援計画に基づいた授業づくりについて
研修会を実施した。また、特別支援学級及び通級指導教室の教材教具に関
する備品を購入した。

教育センター

　特別支援学級在籍者は近年増加傾向にある。計画的な学級設
置を進めてきているが、同時に特別支援学級では指導経験の少
ない教師も増えてきている。そこで、研修会では、指導の基本
となる個別の支援計画を作成するなど実践的な内容で実施し、
特別支援学級での指導に生かしている。
【教育センター】

特別支援学級については新年度当初、3教室ペースでの新設
設置を進めてきたが、その設置率は、県のものと比較して大
きく数値が下回っている状況にある（県設置率：小学校
71.8%、中学校68.8%　本市：小学校63.3%、中学校46.7%）。
インクルーシブ教育システムの構築に向け計画的な設置が求
められる。【教育センター】

（２）特別支援
教育の充実

２　教職員研修
の充実

　教職員に対する特別支援教育研修を充実し、一人ひと
りの児童生徒に合った教育が行えるよう教職員の資質の
向上を図ります。

　特別支援学級及び通級指導教室担当者を対象とした研修会（特別支援学
級担当者研修会）を実施。内容は、講師を招き、一人ひとりの実態に応じ
た指導方法の研修を実施した。
　特別支援教育コーディネーター等を対象とした研修会（コーディネー
ター連絡協議会）を実施。内容は、特別支援学校からコーディネーターを
講師として招き、具体的な取組を学ぶだけでなく、第２回においては事例
検討をを行い、コーディネーターの実践力の向上を図った。平成26年度に
新規事業として立ち上げた特別支援教育実践研修会については指導者を招
聘し、実践的な指導を受け、障害のある児童生徒の見方を学んだ。

教育センター

　通常の学級に在籍する児童生徒を含め、障がいのある児童生
徒の支援をさらに充実させていく必要がある。子どもに寄り添
いつつ、個に応じた適切な支援をしていくために、引き続き、
4年次から9年次の若手の教職員を対象にした研修会を実施し
た。
【教育センター】

生涯にわたる一貫した支援を行うためには、特別支援学級の
みならず、通常の学級でもニーズに応じて個別の教育支援プ
ランを積極的にかつ保護者と連携して作成することが求めら
れる。その作成率の向上とサポート手帳の活用をさらに広め
推進していくことが望まれる。【教育センター】

（２）特別支援
教育の充実

３　病弱児教育
の充実

　越谷市立病院内「おおぞら学級」に設置されたテレビ
電話会議システムにより交流授業を実施し、入院してい
る児童生徒の教育の支援を図ります。

 病気等治療中の個々の児童生徒について、教材や学習プリントの交換に
より前籍校と繋がりのある学習支援を行ったり、精神疾患への配慮につい
て情報交換したりする等、加療期間の適切な学習支援を行い、回復後の円
滑な復帰を支援した。

教育センター

　疾病の多様化に伴い、治療の形態も多様化している。治療・
入院期間の短期化、精神疾患ケースの増加や、通院による治療
等に適合した、多様な学習支援が求められている。結果的に、
テレビ会議システムによる交流授業は実施に至らなかったが、
個々の児童生徒について、「おおぞら学級」で使用する教材を
前籍校と共通させたり、治療状況を前籍校に知らせたりする
等、個に応じた支援を行うことによって、加療期間の学習支援
を、適切に行うことができた。テレビ電話会議システムについ
ては機器の老朽化が進んでいるため利用が難しく、前籍校との
交流のあり方を含めたシステム更新または新システム導入の検
討が引き続き必要である。【教育センター】

新システムの導入等、現代現在の情報教育環境等を鑑みなが
ら、効果的な学習及び交流を進めることができる教育環境の
整備について検討が求められる。【教育センター】

（２）特別支援
教育の充実

４　通級による
指導の充実

　通常学級でともに学んでいる障がいのある児童生徒の
学習を支援するため、難聴・言語障がい通級指導教室
や、学習障がい（ＬＤ）、注意欠陥多動性障がい（ＡＤ
ＨＤ）、高機能自閉症等の発達障がい・情緒障がい通級
指導教室などの指導内容を充実するとともに、施設設備
を整備し、学校間の連携を密にして、通級による指導の
充実を推進します。

　通級指導教室担当者を対象に研修会を年間9回実施し、入退級の流れの
確認や文書の書式の確認、及び指導方法についての研修を行うとともに、
専門家を招聘し、年長児の小集団活動を観察、子どもの行動や言動等から
適切なアセスメントにつながるよう実践的な研修会を実施した。また、担
当指導主事が学校を訪問し、通級指導について指導・助言を実施した。そ
の他、通級指導教室で使用する教材や検査用紙等の消耗品を購入した。

教育センター

　年長幼児保護者を対象に発達障害・情緒障害通級指導教室の
公開を実施し、保護者への情報提供の機会をもつことができ
た。通級指導教室において個に応じた適切な指導ができるよう
担当者の研修機会を月に１回ペースと回数を増やしている。
【教育センター】

指導者の養成には、研修の機会等を通じて成果が高まり、ま
た、指導を受ける本人保護者のニーズに応えることができて
いる。今後については、市内の教員に対し、通級指導教室へ
の理解啓発を図っていくことが、よりスムーズな通室及び、
児童生徒の課題の克服につながると考える。【教育セン
ター】

（３）特別支援
学校との連携

１　特別支援学
校との連携

　障がい児及び難病の児童生徒に対する教育相談を開催
するとともに、市内在住の児童生徒が在籍する県内特別
支援学校の学校行事や講演会などへの参加を通して支援
や連携を図ります。

　教育センターにおいて特別支援学校への就学に係る相談活動を実施し
た。また、特別支援学校の学校公開や運動会、入学式等の学校行事、及
び、地域連携協議会に指導主事、相談員等が出席し連携を図った。

教育センター

 指導主事、相談員等が特別支援学校との連携を深めることに
よって、相談活動の充実につなげることができた。これによ
り、特別な支援を要する児童生徒について、専門性に基づく支
援を受けることができる特別支援学校への就学につなげること
ができた。【教育センター】

特別支援学校と連携し、その有している機能である特別支援
学校の「センター的機能」を市内の教員が享受する機会を設
けた。特別支援教育は各校単体での取り組みだけでなくス
クールクラスターを意識した専門性を有する人、機関の活用
が重要となる。【教育センター】

（３）特別支援
学校との連携

２　市内特別支
援学校や福祉施
設等との連携

　市内特別支援学校や障がい者福祉施設と市立小中学校
との交流機会を確保し、障がい児理解を深めるため、教
職員や児童生徒相互の交流を推進します。

　市内小学校１校・中学校１校が越谷西特別支援学校と、他の小学校１
校・中学校１校が越谷特別支援学校と継続的に交流を実施した。

教育センター

　障がいのある児童生徒が居住地の学校や地域の児童生徒との
交流、共同学習などを通して「同じ学校・地域の子ども」とし
て共に学びあう機会を積極的に設け、直接ふれあう活動をする
ことで心のバリアフリーをはぐくむ教育を推進している。
【教育センター】

特別支援学校に在籍している保護者から、交流学習を通して
の喜びの声を多数聞くことができている。インクルーシブ教
育における「ともに学ぶことの追求」をさらに進めたい。
【教育センター】

（３）特別支援
学校との連携

３　支援籍学習
の推進

　特別支援学校に通う児童生徒が地域社会のなかで豊か
に暮らしていけることができるように、自分の住んでい
る地域の学校において、児童生徒との交流及び共同学習
などの推進を図ります。また、通常学級や特別支援学級
に在籍する児童生徒で、より特別な支援が必要な場合、
困難を改善するために特別支援学級や特別支援学校での
専門的な学習の推進を図ります。

　越谷西特別支援学校の児童生徒７名、越谷特別支援学校の児童生徒６
名、草加かがやき特別支援学校の児童生徒12名が支援籍を実施。
　また、市内の小学校の児童２名が越谷西特別支援学校の支援籍を実施し
た。

教育センター

　小中学校の教育課程に位置づけ継続して交流を実施すること
により、障がいのない児童生徒の障がい児理解が深まると共
に、社会性や豊かな人間性をはぐくむ機会となっている。
【教育センター】

支援籍学習の今後については、交流及び共同学習として、よ
り通常の学級の児童生徒も特別支援学校の児童生徒も学習の
ねらいを明確にもって取り組みを進めたい。【教育セン
ター】
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）保育所に
おける受け入れ
の促進と内容の
充実

１　障がい児保
育の拡充

　就労等の理由により、日中お子さんの保育にあたれな
い保護者のため、集団保育が可能な障がいのある乳幼児
について、平成２２年度（２０１０年度）から対象年齢
を０歳児からとし、公立保育所における障がい児保育を
拡充します。

　公立保育所１８か所において、障がい児巡回指導・ケース会議（前期４
月２２日～７月２３日までの２３日間、後期９月２日～１１月２６日まで
の２３日間）を実施。平成２７年度は１０２名（０歳児２名、１歳児３
名、２歳児７名、３歳児３２名、４歳児２８名、５歳児３０名）。【子ど
も育成課】

子ども育成課
　臨床発達心理士等の有識者から児童個々のケースに応じた適
切な助言及び指導を受け保育の向上を図る。【子ども育成課】

　臨床発達心理士等の有識者から児童個々のケースに応じた
適切な助言及び指導を受け保育の向上を図った。【子ども育
成課】

（１）保育所に
おける受け入れ
の促進と内容の
充実

２　交流保育の
推進

　幼少期からの交流が大切であることから、障がい児施
設と保育所の交流保育を推進します。

越谷市児童発達支援センター（ぐんぐんグリーン・ぐんぐんピンク）と公
立保育所・私立保育園の交流保育を実施。
・ぐんぐんグリーンが公立保育所を訪問し交流：年３回延べ５５名
・ぐんぐんグリーンが私立保育園を訪問し交流：年３回延べ２８名
・公立保育所がぐんぐんグリーンを訪問し交流：年１回延べ２５名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※感染症流行により中止
一回
・私立保育園がぐんぐんグリーンを訪問し交流：年２回延べ２６人
・ぐんぐんピンクが公立保育所を訪問し交流：年４回２４名
・ぐんぐんピンクが私立保育園を訪問し交流：年３回１７名
・公立保育所がぐんぐんピンクを訪問し交流：年３回６６名
・私立保育園がぐんぐんピンクを訪問し交流：年２回２８名
【子ども育成課】

子育て支援課
子ども育成課

障がいも個性の一つと捉え、積極的交流を図り心の成長を促
す。【子ども育成課】

障がいも個性の一つと捉え、積極的交流を図り心の成長を促
した。【子ども育成課】

（２）教育内
容・方法の充実

１　保育士等の
資質の向上

　保育士等の資質の向上、障がい児保育従事者の資質の
向上を図ります。

 保育所内での研修、保育所間での事例研修を行い、保育士の障がい児に
対する資質の向上を図っている。【子ども育成課】

子育て支援課
子ども育成課

 保育士が諸々の障がい児に対応できるよう、研修や勉強会等
で資質の向上を図っている。【子ども育成課】

 保育士が諸々の障がい児に対応できるよう、研修や勉強会
等で資質の向上を図った。【子ども育成課】

（２）教育内
容・方法の充実

２　療育教室等
の充実（２章に
再掲）

　早期療育教室の指導体制を充実するとともに、保健セ
ンター、ことばの治療相談室、みのり学園、あけぼの学
園、保育所などとの連携を図ります。
　また、障がい児施設の整備と併せた一体化により、一
層の療育機能の充実を図ります。

　
　心身の発達に障がいや遅れがみられる低年齢児を対象に、障がい別又は
年齢別に療育・訓練・各種相談（作業・理学･言語･心理）を実施した。
 　いちご教室　　（概ね1歳以上2歳未満児）　            14回
 　つくしんぼ教室（概ね2歳以上3歳未満児）　　         123回
 　はとぽっぽ教室（概ね3歳以上児） 　　　　 　         74回
 　たけのこ教室　（肢体機能に遅れのある1歳以上児）　　 37回
【子育て支援課】

子育て支援課
　集団の場における保育・療育が可能となるよう、保護者への
指導を含め訓練を実施している。【子育て支援課】

　初回の相談から療育までの一本化が可能となり、より充実
した支援体制に繋がった。また、専門職と連携を図ること
で、内容も充実した。さらに、各関係機関との連携を図りな
がら、業務を進めることができた。【子育て支援課】

（２）教育内
容・方法の充実

３　障がい児通
園施設の充実
（２章に再掲）

　知的障がい児通園施設みのり学園、肢体不自由児通園
施設あけぼの学園における療育機能を充実し、発達支援
の向上に努めるとともに、ことばの治療相談室及び早期
療育教室とも一体化を図り、心身障がい児の相談・指
導・訓練などを行う拠点施設として、平成２５年度（２
０１３年）の開設を予定しています。
　また、施設の機能を活かし、相談事業の充実や在宅で
療育を必要とする児童を対象に日常生活における動作及
び集団生活への適応訓練を実施していきます。

　運動発達に支援が必要な１歳半から就学前の児童をぐんぐんピンク、知
的発達に支援が必要な2歳から就学前の児童をぐんぐんグリーンにおい
て、日常生活における動作及び集団生活への適応訓練を実施した。
　また、作業療法士・理学療法士・言語聴覚士による個別又は集団指導を
行っている。さらに臨床発達心理士による心理相談40回、保育所等との交
流保育も22回行った。
　外来部門では施設の機能を活かし、各種相談事業（作業療法・理学療
法・言語療法・心理）を行い充実を図った。また、市内の保育所、幼稚園
に通う児童を対象に、各所属先と連携を図りながら指導を行った。
【子育て支援課】

子育て支援課

　通園部門ぐんぐんでの日々の療育訓練の他、施設の機能を活
かし専門職（作業療法士、理学療法士、言語聴覚士、臨床発達
心理士）による専門の療育も取り入れ内容の充実が図れた。ま
た、外来部門においても地域の相談窓口としての機能を果た
し、児童とその保護者に対しての支援を図ることができた。
【子育て支援課】

　初回の相談から療育までの一本化が可能となり、より充実
した支援体制に繋がった。また、専門職と連携を図ること
で、内容も充実した。さらに、各関係機関との連携を図りな
がら、業務を進めることができた。【子育て支援課】

（２）教育内
容・方法の充実

４　関係機関と
の連携強化

　保育所やみのり学園・あけぼの学園、教育センターな
ど障がい児保育・教育に関する関係機関の連携を強化
し、障がい児に対する理解や発達を促すための指導の充
実を図ります。

　越谷市児童発達支援センターぐんぐんの通所児童が、重症心身障害児施
設「中川の郷（作業・理学・言語療法他）」・身体障害者療護施設「そう
か光生園（歯科・聴力）」等を利用。また、外来相談において、市内の保
育所、幼稚園、教育センター、医療機関（中川の郷、獨協医科大学越谷病
院、市立病院）等と連携を図りながら、保護者とその児童に対し、より良
い支援ができるように指導した。【子育て支援課】

　障がい児保育で保育所に入所している幼児に対し、療育を目的として
「中川の里療育センター」、「越谷市児童発達支援センター」等の利用を
指導している。【子ども育成課】

　教育センター指導主事が、児童発達支援センター保護者会の依頼を受け
就学に関する講演会講師として話をした。【教育センター】

子育て支援課
子ども育成課
教育センター

　関係機関と連携を図ることにより、障がいの特性や個人の能
力に応じた適切な支援を図ることができた。また、外来相談に
おいても児童とその保護者のニーズを汲み取り、より良い支援
を提供することができた。【子育て支援課】

　集団保育を実施していくうえで、特に療育等が必要と思われ
る児童について、適切な指導・助言が行われる機関の紹介を行
う。【子ども育成課】

　講演会の内容をこれまで以上に自立を意識した具体的なもの
とした。また、就学担当指導主事が児童発達支援センターを訪
問することにより子どもの発達や課題を把握するなど連携を密
にし、就学相談をより適切に進められるようになった。【教育
センター】

　所属先（保育所等）と連携を図ることにより、個人の状態
に適した支援を行うことができた。また、外来相談において
もニーズに即した支援を提供することができた。【子育て支
援課】
　集団保育を実施していくうえで、特に療育等が必要と思わ
れる児童について、適切な指導・助言が行われる機関の紹介
を行った。【子ども育成課】

　教育センターと児童発達支援センターとそれぞれの担当者
が顔の見える連携を進める中で関係性を一層深めることがで
きてきている。【教育センター】

２　就学前教育・保育の充実
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）放課後対
策事業の充実

１　障がい児学
童保育の充実

　放課後の児童の居場所を確保し、保護者の就労などを
支援するため、公立学童保育室において、障がい児保育
を実施し、指導員の加配等により保育内容の充実を図り
ます。
　また、特別支援学校などに通う児童生徒の放課後対策
事業の支援、促進を図ります。

　学校就学中の障がい児の保護者に放課後等デイサービスの利用を案内し
ている。【子育て支援課】
　放課後の児童の居場所を確保し、保護者の就労などを支援するため、公
立学童保育室において、障がい児保育を実施し、指導員の加配等により保
育内容の充実を図りました。【青少年課】

子育て支援課
青少年課

　学校就学中の障がい児に対して、放課後や夏休み等の長期休
暇中において、生活能力向上のための療育機会を提供してい
る。【子育て支援課】
　平成27年度から対象児童が高学年に拡大されたことに伴い、
支援を要する児童の放課後の居場所づくりと、保護者の就労支
援が推進された。【青少年課】

　利用者数や利用時間は年々増加傾向にある。また、事業所
数も着実に増設されており、放課後における療育環境の充実
が図られている。【子育て支援課】
　支援を要する児童に配慮を行いながらも、障がいの有無で
学童保育室の利用を制限することなく、放課後児童の居場所
づくりと保護者の就労支援の推進を図った。【青少年課】

（２）参加機会
の充実

１　地域交流の
推進

　障がい児の参加機会の充実が図れるよう、地域との交
流機会などを拡大するとともに、保護者同士の交流や障
がい児の居場所づくりを支援します。
　また、おもちゃや遊びを通して、心身の発達をより豊
かにできるよう、おもちゃ図書室の充実を図ります。

　越谷市児童発達支援センター内おもちゃ図書室はセンター利用者が自由
に利用できるスペースで、保護者同士の交流や障がい児の居場所づくりの
一環として活用できた。【子育て支援課】

子育て支援課
　地域との交流機会を設けることで、保護者同士の交流や障が
い児の居場所づくりを支援している。【子育て支援課】

　児童発達支援センター内のおもちゃ図書室はセンター利用
者にとっての居場所作り、交流の場となったが、地域交流を
図ることは難しかった。【子育て支援課】

（２）参加機会
の充実

２　関係機関と
の連携強化

　障がい児保育として入所している乳幼児に対して、療
育を目的として、ことばの治療相談室や重症心身障害児
施設「中川の郷療育センター」の利用を指導するなど、
発達を促すための指導の充実を図ります。

　障がい児保育で保育所に入所している幼児に対し、療育を目的として
「中川の里療育センター」、「越谷市児童発達支援センター」等の利用を
指導している。【子ども育成課】

子ども育成課
 障がい児の保育所での集団保育と併せて、保護者に対し専門
的な機関において助言が行われていた。【子ども育成課】

 障がい児の保育所での集団保育と併せて、保護者に対し専
門的な機関において助言が行われていた。【子ども育成課】

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）教育・就
学相談の充実

１　ともに育
ち、ともに学ぶ
ための相談の充
実

　地域の通常の学級でともに育ち、ともに学ぶうえでの
さまざまな課題の解消や支援体制の確立のための相談活
動の充実を推進します。

　教育センターにおいて、来所相談、電話相談、訪問相談、メール相談を
実施した。
来所相談：6,102件、電話相談：5,547件、訪問相談：34件、メール相談：
11件（いずれも延べ件数）

教育センター

　教育センターの相談件数の内訳は、発達や就学、不登校や集
団不適応等、様々な相談内容の総数である。また、人間関係に
係る相談や学習に係る相談等についても、発達等にかかわる課
題がある場合には、その状況や必要に応じて就学相談につなげ
ている。【教育センター】

地域での人間関係の希薄化により相談ができる人が周囲にい
ない状況にある保護者や子供が増加し、学校が抱える問題が
複雑化・長期化するケースが発生している中、教育センター
が教育相談機能の充実を図っている。【教育センター】

（１）教育・就
学相談の充実

２　教育相談の
充実

　障がいのある児童生徒一人ひとりの発達、就学、不登
校や家庭教育等、多様な相談に的確に対応できるよう、
研修会を開催し、相談員の専門性を高めます。また、保
健・医療・福祉などとの連携を強化し、就学前の発達相
談や学校における教育相談の充実を図ります。

　教育センターに配置している専任教育相談員、専任訪問相談員、学び総
合指導員、スクールソーシャルワーカーで全体研修会を実施することで、
それぞれの専門的立場で相互に関係する子どもの抱える課題やその背景等
について理解を深めた。また、発達障がい等の知見を高めるために、大学
教授等を講師として招聘し、研修会を実施した。なお、それぞれが担当す
る幼児、児童及び生徒のケース会議を年間３回開催し、指導方法や指導内
容等について共通理解を図った。

教育センター

　様々なケースに適切に対応するために、大学教授等の専門家
の直接的な指導や事例研修会、ケース会議等を通して、具体的
な指導・支援方法について理解を深めている。これらは、相談
員や指導員の資質向上につながっている。【教育センター】

多様化・複雑化する相談に対応し、児童・生徒への効果的か
つ継続的支援の実施を実現するため、相談員等の資質向上事
業としてカウンセリング等の研修会や関係諸機関とのケース
会議を開催した。【教育センター】

（１）教育・就
学相談の充実

３　就学相談の
充実

　教育センターで実施している発達相談と就学相談を通
して、保護者が就学先を選択するために十分な情報提
供・相談が受けられるよう、案内パンフレットを作成
し、就学に対する相談支援の充実に努めます。また、就
学後も継続した相談が受けられる体制づくりを推進しま
す。

　市内幼稚園・保育所・保育園の幼児と小・中学校の児童生徒を対象に発
達相談・就学支援等、教育相談案内用のリーフレットとポスターを配布し
た。また、児童館や地区センター・公民館等の関係機関についてもリーフ
レットとポスターを配布した。
　４歳から１５歳までの幼児、児童及び生徒に関する来所相談・訪問相
談・電話相談・メール相談を随時実施し、不登校児童生徒への未然防止策
及び早期解決策や発達障がいへの理解や支援方法についての情報を提供し
ている。

教育センター
　幼稚園や保育所、保育園から各家庭に配布されたリーフレッ
トを見て、相談に来られる保護者も多い。【教育センター】

平成27年度の来所相談は6,102件であり、平成26年度の来所
相談5,587件と比較して515件増加している。また、平成23年
度から経年で比較しても来所相談件数は増加傾向にある。来
所相談者の初回面談受付票にも記載されているが、リーフ
レットやポスターを見て来所する保護者が多い。また、小学
校入学に際し、滑らかな接続をめざし年長から小学１年生に
かけて継続して来所相談をしている方が多数存在する。【教
育センター】

４　相談の充実

３　課外活動の充実
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）官公庁等
における雇用の
促進

１　雇用の促進

　「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、彩
の国さいたま人づくり広域連合やハローワークなどとの
連携を図り、採用に関する広報、ＰＲなどを充実し、雇
用を促進します。

　市の職員採用にあたり、身体障がい者を対象とする採用試験（事務職）
を別枠で実施（平成27年度）し、３人を採用した。

人事課

　採用試験の受験を促進するため、募集情報について、市ＨＰ
への掲載や市内各施設における配布に加え、関東１都６県（東
京、埼玉、千葉、神奈川、茨城、栃木、群馬）内の養護学校に
送付した。【人事課】

　計画に位置付けられた障がい者の雇用促進の取組み等を着
実に実施した。【人事課】

（１）官公庁等
における雇用の
促進

２　市関連業務
における就業機
会の拡大

　各種の公共施設の維持管理業務など、市関連業務にお
ける多様な障がい者雇用のあり方を検討し、障がい者の
就業機会の拡大に努めます。

　福祉施設利用者等を対象とした地域適応支援事業（職場参加・職場実
習）を実施した。また、平成２５年より施行された障害者優先調達推進法
に基づき、市役所から障害者就労施設等への役務等の発注の推進方針を定
めた。
【地域適応支援事業の平成２７年度実績】
　延べ実習者数：２１人
　受け入れ先　：２１か所（公的機関：１７か所　民間事業所：４か所）
　参加事業所　：１１か所
【障害者就労施設等からの物品調達実績】
　347,959円

障害福祉課
関連各課

　地域適応支援事業について、公的機関での実施は、平成２６
年度の１８箇所と比較し横ばいとなっている。
　障害者就労施設等からの役務等の調達については、平成２６
年度の313,874円から増加しているが、その内訳は市外事業所
及び障害福祉サービス事業所しらこばとがほとんどを占めてい
るため、市内の障害者就労施設等への役務等の発注の促進が課
題である。【障害福祉課】

　地域適応支援事業における公的機関の実施については、平
成２３年度から減少傾向で推移していることから、参加しや
すい体制づくりが課題である。。
　障害者就労施設等からの役務等の調達実績については、調
査を開始した平成２５年度から毎年度増加しているが、役務
等の種類及び発注先は、ほぼ同様となっている。
　今後も、障害者就労施設等へ発注できる役務等のさらなる
切り出しが課題である。【障害福祉課】

（２）企業に対
する啓発

１　障がい者雇
用の啓発

　障がい者の雇用の理解を促進するため、「障害者雇用
支援月間」のＰＲに努めるとともに、広報こしがやや労
働セミナー等においても周知に努めます。
　また、市民まつりや産業フェスタ等の行事において、
関係団体に障がい者雇用の周知、ＰＲをする場の提供を
行い雇用促進に努めます。さらに、産業情報ネットワー
クのホームページなどを通じて、企業に対し、障がい者
雇用に対する理解を求め、障がい者雇用の促進に努めま
す。

 窓口等で啓発用パンフレットの配布等を行い周知に努めた。 産業支援課
 窓口等で啓発用パンフレットの配布等を行い周知に努めた。
【産業支援課】

 窓口等で啓発用パンフレットの配布等を行い周知に努め
た。【産業支援課】

（２）企業に対
する啓発

２　各種制度の
活用

　障がい者雇用に対する事業主への理解を深めるため、
「雇用保険法に基づく助成金」「障がい者雇用納付金制
度に基づく助成金」などの助成制度を、ハローワーク越
谷等の関係機関と連携を図るとともに、産業情報ネット
ワークのホームページなどを通じて周知及び活用の促進
を図ります。

 窓口等で啓発用パンフレットの配布等を行い周知に努めた。 産業支援課
 窓口等で啓発用パンフレットの配布等を行い周知に努めた。
【産業支援課】

 窓口等で啓発用パンフレットの配布等を行い周知に努め
た。【産業支援課】

（２）企業に対
する啓発

３　雇用の場に
おける障がい者
の人権の擁護

　企業等において雇用差別など障がいを理由とした人権
の侵害を受けることがないよう、障がい者の権利擁護に
努めます。

　障がい者やその家族、障がい者雇用事業者などを対象に、相談内容に応
じた就労支援を行うとともに、職場開拓や地域適応支援事業（職場参加・
職場実習）等の事業を実施した。
　1 就労支援
　  相談2,607件（来所相談1,744件、電話相談1,398件）、
　支援登録142人、延べ就職件数99人
　2 地域適応支援事業
　　実施箇所数21箇所（公的機関：17箇所、民間事業所：4箇所）【障害
福祉課】

障害福祉課

　平成２６年度と比較して相談件数については減少している
が、就職件数については、ほぼ横ばいとなっていることから、
一件の相談に時間をかけ、より内容の充実した相談となったも
のと考える。【障害福祉課】

　相談件数については、平成２３年度から２６年度まで増加
傾向となっていたが、平成２７年６月１日から委託業者が越
谷市社会福祉協議会に変更となり、相談件数が減少してい
る。ただし、平成２６年度と比較して、就職件数について
は、ほぼ横ばいとなっていることから、一件の相談に時間を
かけ、より内容の充実した相談となったものと考える。今後
は、本会が指定管理者として管理運営している障害者就労訓
練施設しらこばと及び障害者福祉センターこばと館との一体
的な運営を通して、障がい者の適正にあった就労支援を行
う。【障害福祉課】

（３）自主的な
就業機会づくり
の促進

１　創業支援制
度の活用

　新たに創業する方に対し、相談業務・セミナー等の開
催などを行う「創業者等育成支援事業」及び「創業者オ
フィス家賃補助制度」などの施策を実施しており、今後
も利用者の拡充及び制度の充実に努めます。

創業者等育成支援事業において各種講座、セミナー等を開催したほか、当
該年度の創業者等に対し、オフィス家賃補助金の交付を行った。また、広
報誌、市ホームページ・iiネット等にてセミナー開催・相談業務・補助金
の募集について広く周知を行った。
その結果、セミナー13回で延べ167名の参加があったほか、新規５件の補
助金交付を行った。

産業支援課 今後も同様に各種支援策の周知を図っていく。【産業支援課】 各種支援策の周知を図った。【産業支援課】

第４章　雇用・就業の確保

１　雇用の促進と就労機会の拡大
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）職場参
加・就労支援の
充実

１　障害者就労
支援センターの
充実

　障がい者の職業的・社会的自立の促進を図るため、就
労支援の総合的窓口として障害者就労支援センターの機
能の充実に努め、就労相談や職場開拓、障害者地域適応
支援事業（職場参加・職場実習）など障がい者の適性に
あった就労支援を行います。

　障がい者やその家族、障がい者雇用事業者などを対象に、相談内容に応
じた就労支援を行うとともに、職場開拓や地域適応支援事業（職場参加・
職場実習）等の事業を実施した。
　1 就労支援
　  相談2,607件（来所相談1,744件、電話相談1,398件）、
　支援登録142人、延べ就職件数99人
　2 地域適応支援事業
　　実施箇所数21箇所（公的機関：17箇所、民間事業所：4箇所）【障害
福祉課】

障害福祉課

　　平成２６年度と比較して相談件数については減少している
が、就職件数については、ほぼ横ばいとなっていることから、
一件の相談に時間をかけ、より内容の充実した相談となったも
のと考える。【障害福祉課】

　平成２３年度からの５年間については、就労者数が増加傾
向にある。就労先についても、事務や飲食関係等多岐にわ
たっており、障がい者の適性にあった就労支援が図れた。
【障害福祉課】

（１）職場参
加・就労支援の
充実

２　障害者地域
適応支援事業の
充実

　障がい者の就労に対する社会適応力を高めるととも
に、受入れ側の意識啓発を図るなど、多様な就労形態を
模索する障害者地域適応支援事業（職場参加・職場実
習）を実施します。

平成２７年度実績
　延べ実習者数：２１人
　受け入れ先　：２１か所（公的機関：１７か所　民間事業所：４か所）
　参加事業所　：１１か所

障害福祉課
　平成２６年度実績と比較して、全体的に減少しているが、参
加を希望する方については、全て希望どおり参加していただく
ことができた。【障害福祉課】

　地域適応支援事業における公的機関の実施については、平
成２３年度から減少傾向で推移していることから、参加しや
すい体制づくりが課題である。今後も障がい者の社会適応力
を高めるとともに、受入れ側の意識啓発を図るため、障害者
地域適応支援事業に取り組む。【障害福祉課】

（１）職場参
加・就労支援の
充実

３　障害者就労
訓練施設しらこ
ばとの充実

　本市の障がい者就労訓練の中核的施設として、市内の
障がい者施設や障害者就労支援センター等と連携を図り
ながら、在宅者や障がい者施設通所者等に就労訓練の場
を広げるとともに、地域住民等との交流を図り、障がい
者施設の就労支援技術と工賃の向上を図ります。

　就労訓練施設しらこばとにおいて、市内の障がい者施設等による生産品
の販売訓練やパソコン及び面接等の就労に向けた講座等を行った。また、
地域交流事業であるこころのアート展をイオンレイクタウンにおいても開
催し、館外でも地域の方々との交流を図った。【障害福祉課】

障害福祉課

　就労訓練の場の提供については、障害者就労支援センター利
用者の就労先での仕事内容等からニーズを把握する等により、
講座内容のさらなる充実が課題である。
　地域住民との交流事業については、就労訓練施設しらこばと
の館外でも事業を行ったことにより、より多くの地域住民との
交流につながった。【障害福祉課】

　地域住民等との交流に関する事業については、イオンレイ
クタウンでの作品展や地域のボランティアを受け入れて実施
するふれあい交流会等により、効果的に行うことができた。
　就労訓練の場の提供については、講座の内容の充実等によ
り、障がいをお持ちの方のニーズにあった就労に向けた支援
が受けられるようなさらなる事業の充実が課題である。【障
害福祉課】

（１）職場参
加・就労支援の
充実

４　授産品の販
路拡大

　福祉施設等で製作された製品の展示・紹介コーナーを
市役所等に設置するとともに、授産品の市役所内での使
用を推進するなど、販路拡大を支援します。
　また、障害者就労訓練施設しらこばとでは、市内障が
い者施設等と連携を図り、共同受注や授産品の展示・販
売などの販路拡大策の検討を進めます。

　広報こしがや及び越谷市ホームページで、市内事業所等の生産品の紹介
を行った。また、市役所内の生産品展示ケースに生産品を展示した。
　障害者就労訓練施設しらこばとでは、ショーウインドウを用いて市内の
障害福祉サービス事業所等の生産品を展示した。また、ふれあい交流会等
の事業等において、販売訓練も実施した。【障害福祉課】

障害福祉課
　事業所によっては時期により展示品を入替えるなど、より効
果的な展示となった。今後も市内事業所の生産品の宣伝活動及
び販売訓練に協力し、販路拡大を支援する。【障害福祉課】

　平成２５年度に市役所内の生産品展示ケースの展示品を一
新し、展示ケース内の活性化を図った。これにより、事業所
によっては時期により展示品を入替えるなど、より効果的な
展示となった。今後も市内事業所の生産品の宣伝活動及び販
売訓練に協力し、販路拡大を支援する。【障害福祉課】

（１）職場参
加・就労支援の
充実

５　職業相談・
情報提供の充実

　ハローワークや埼玉障害者職業センター、埼玉県障害
者雇用サポートセンター、障害者就業・生活支援セン
ター等の国・県・広域圏の障がい者雇用支援・就労支援
機関と障害者就労支援センター等の連携を密にし、相談
支援体制の強化を図ります。
　また、ハローワークが実施する県東地域障害者就職面
接会やトライアル雇用制度等の活用を図るとともに、関
係機関が実施している各種制度の利用について、事業所
や障がい者への周知を図ります。

　公共職業安定所が主催する県東地域障害者就職面接会の開催にあたり、
開催の周知及び後援をするとともに人的支援も含め、積極的に支援を行っ
た。【障害福祉課】

障害福祉課
産業支援課

　公共職業安定所が主催する県東地域障害者就職面接会の開催
について、広報こしがやに掲載し周知を図ることにより、多く
の方の参加につなげることができた。
　今後も引き続き、面接会の周知及び開催等への協力を行う。
【障害福祉課】

　公共職業安定所が主催する県東地域障害者就職面接会の開
催について、広報こしがやに掲載し周知を図ることにより、
多くの方の参加につなげることができた。
　今後も引き続き、面接会の周知及び開催等への協力を行
う。【障害福祉課】

（２）働く場の
充実

１　就労移行支
援事業、就労継
続支援事業の充
実

　障がい者の一般就労への移行を推進するため、就労に
必要な知識や能力の向上を図る場であるとともに、働く
場と活動の機会を提供する就労移行支援・就労継続支援
事業を実施する事業者が円滑な事業展開を図れるよう支
援します。

事業者へ新規事業所開設への情報提供や、運営についての指導・助言等を
行った。 障害福祉課

　平成27年度の中核市移行に伴い、障害福祉サービス事業所等
の指定事務が県より移譲され、より細やかに情報提供や事業所
情報の共有が可能となった。今後も利用者の増加が見込まれる
ため、引き続き事業の拡大が課題である。【障害福祉課】

　平成27年度の中核市移行に伴い、障害福祉サービス事業所
等の指定事務が県より移譲され、より細やかに情報提供や事
業所情報の共有が可能となった。今後も利用者の増加が見込
まれるため、引き続き事業の拡大が課題である。【障害福祉
課】

（２）働く場の
充実

２　地域活動支
援センター等の
充実

　障がい者の社会参加や作業訓練の場として利用する、
地域活動支援センターやデイケア施設等の生産活動につ
いて、工賃収入の向上が図られるよう支援します。

　地域活動支援センターの運営に関して補助金を交付した。障害者施設等
からの物品等の調達方針を定め、受注の増進を図った。また、必要に応じ
て地域活動支援センターと情報共有することで、利用者が生産活動等に参
加できるよう支援を行った。【障害福祉課】

障害福祉課

　地域活動支援センター事業補助金を交付することにより、創
作的活動や生産活動の機会の提供を推進することができた。今
後も利用者が円滑に生産活動等に参加できるよう、引き続き支
援をしていく。【障害福祉課】

　施設数については、ほぼ横ばいとなっており、地域活動支
援センター事業補助金を交付することにより、創作的活動や
生産活動の機会の提供を推進することができた。今後も利用
者が円滑に生産活動等に参加できるよう、引き続き支援をし
ていく。【障害福祉課】

（２）働く場の
充実

３　指定障害福
祉サービス事業
所「しらこば
と」の充実

　知的障害者通所授産施設しらこばと職業センターは、
平成２３年度から指定障害福祉サービス事業所に移行し
ます。移行後は、就労移行支援事業を行い一般就労への
支援を行うとともに、就労継続支援事業Ｂ型において
は、パン・ケーキ等の新たな自主生産品の製造・販売を
行い、工賃収入の向上を目指します。

　就労移行支援事業においては、一般企業に就労を希望する方々に対し、
一定期間を定め、就労に必要な知識や技術の習得のための訓練を行い、能
力の向上を図った。就労継続支援Ｂ型事業においては、一般企業に就労す
ることが困難な方々に、生産活動の場を提供するとともに、一般就労に向
け必要な知識の取得や能力向上のための訓練を行った。

障害福祉課

　就労移行支援事業については、就労者数が平成２６年度の２
名に対し、平成２７年度も２名となっている。６名の定員を常
に満たすよう努めることにより、より多くの障がいをお持ちの
方に一般就労への支援を行うことができる。
　就労継続支援事業B型については、平成２６年度と比較し、
パン等の販売場所も拡大しており、就労に向け様々な訓練の機
会を提供した。【障害福祉課】

　就労移行支援事業については、５年間で延べ１０名の就労
者を輩出した。また、就労先についても、飲食業や医療機器
関係等幅広く、効果的な就労への支援を行えている。
　就労継続支援事業B型については、５年間で平均工賃は約
3,000円増加した。パン等の販売場所やパン工房の営業日を
拡大したことが工賃増加に寄与した。【障害福祉課】

２　多様な働き方の支援
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）相談・情
報提供体制の整
備

１　相談窓口の
充実

　障がい者の多様な相談に適切に応じられるよう、相談
関係機関の連携を強化し、総合的な相談支援体制の整備
に努めるとともに、窓口相談の充実を図ります。
　また、福祉なんでも相談窓口において、福祉全般に係
る相談を受け、市民の利便性を高めます。

　福祉なんでも相談窓口における対応により相談支援体制の充実、整備を
図った.
　福祉なんでも相談窓口の相談・支援件数
　平成２７年度　1,155件
　（うち障がい福祉に関すること165件）
【生活福祉課】

生活福祉課
障害福祉課

　相談件数は昨年度と比較すると、若干減少となった。相談内
容を課別に分析すると①生活福祉課、②介護保険課、③障害福
祉課となっている。
　今後も引き続き、より強固なネットワークを活用し相談窓口
の充実を図る。【生活福祉課】

　総合的な相談支援体制を整備し、相談窓口の充実を図っ
た。

（１）相談・情
報提供体制の整
備

２　相談員の専
門性の向上

　身近な地域における相談内容の充実を図るため、研修
などを通じて身体障害者相談員、知的障害者相談員、民
生委員・児童委員の専門性の向上に努めます。

　障害者相談員について、地域の障がい福祉に関するネットワーク構築を
推進する中核的機関、越谷市障害者自立支援協議会の充実を図った。
　また、埼玉県等による研修を活用し、相談員の専門性の向上に努めた。
【障害福祉課】

　身近な地域における相談内容の充実を図るため、研修などを通じて民生
委員・児童委員の専門性の向上に努めた。
　平成27年度　12,487件
　 (うち障がい者に関すること310件）
 【福祉推進課】

福祉推進課
障害福祉課

　障害者相談員について、埼玉県等による研修を活用すること
により、相談員の専門性の向上を推進することができた。相談
の内容により専門性を求められることも多いため、今後も、適
宜、最新の情報の提供を行っていく。【障害福祉課】

　H28.3月末の越谷市の民生委員・児童委員は422名で、一人当
たりの相談は年間30件である。一人暮らし高齢者の見守りや支
援など、その活動への期待はますます高まっている。今後とも
研修などを充実するとともに、市民への民生委員・児童委員の
啓発活動なども進めていきたい。【福祉推進課】

　障害者相談員について、埼玉県等による研修を活用するこ
とにより、相談員の専門性の向上を推進することができた。
相談の内容により専門性を求められることも多いため、今後
も、適宜、最新の情報の提供を行っていく。【障害福祉課】

  民生委員活動や研修に意欲的に取り組む委員が増加してい
る。【福祉推進課】

（１）相談・情
報提供体制の整
備

３　ピアカウン
セリングへの支
援

　相談支援事業所や地域活動支援センターにおけるピア
カウンセリングを促進し、障がい者に身近な相談体制を
充実します。平成２１年度（２００９年度）に設立した
地域自立支援協議会において相談支援事業所間の連携を
図り、各障がいに対応した相談支援の展開を図ります。

　障害者生活支援センター苞（北部市民会館）、越谷地域生活支援セン
ター有朋、生活支援センターこしがやにおいて、ピアカウンセリングを実
施。

　・障害者生活支援センター苞　86件
　・越谷地域生活支援センター有朋　16件
　・生活支援センターこしがや　0件　　　合計　96件

障害福祉課

　同じような立場や悩みを抱えた人たちが話しを聞くピアカウ
ンセリングを行うことで、よりきめ細かな相談業務を推進する
ことができた。今後もピアカウンセリングを推進し、相談支援
体制を充実させていく。【障害福祉課】

　同じような立場や悩みを抱えた人たちが話しを聞くピアカ
ウンセリングを行うことで、よりきめ細かな相談業務を推進
することができた。障がい者数の増加に伴い相談支援事業の
需要も年々高まっていることから、今後も相談支援体制を充
実させていく。【障害福祉課】

（１）相談・情
報提供体制の整
備

４　情報提供の
充実

　広報紙の福祉情報や市民ガイドブックなどの内容を充
実します。また、ホームページを充実するとともに、音
声化や色使いなど障がい種別に配慮した情報伝達方法を
充実します。

　広報こしがや、市民ガイドブック、市のウェブサイト及び障害者福祉ガ
イドに障がい者福祉関係情報を掲載した。

障害福祉課
　制度の内容に変更が生じた際等、必要な情報をわかりやすく
提供うることができた。【障害福祉課】

　制度の内容に変更が生じた際等、必要な情報をわかりやす
く提供うることができた。【障害福祉課】

（１）相談・情
報提供体制の整
備

５　精神障がい
者の退院促進の
支援

　精神科病院から退院可能な精神障がい者が、早期に退
院し地域で自立した生活が送れるように本人、家族、地
域、医療機関等と連携を図り、退院促進に努めます。

 精神科病院入院患者の退院促進を図るため、保健所、家族、医療機関、
相談支援事業所や施設等と連絡調整をして、退院促進に努めた。

障害福祉課
 市内の病床を有する３病院をはじめ他の病院等とも連絡をと
り、退院のための環境を整備し、退院を促進した。【障害福祉
課】

　市内の病床を有する３病院をはじめ他の病院等とも連絡を
とり、退院のための環境を整備し、退院を促進した。【障害
福祉課】

（１）相談・情
報提供体制の整
備

６　発達障がい
者への相談支援
の充実

　埼玉県が設置する発達障害者支援センターや教育機関
などの関係機関と連携を図り、発達障がいのある方の相
談支援体制を充実します。

　1歳6か月及び3歳児健康診査等で特に発達の遅れや障がいが認められる
児童や、直接相談窓口に来られた児童（保護者）に対して相談支援を行
い、児童発達支援センター、早期療育教室及び通園部門ぐんぐんなどにお
いて、障がいの程度や発達状況に応じた指導訓練を実施した。
　また、児童の状況によって児童発達支援事業のびのびの利用を促す、関
係機関の紹介をする等の支援を行った。
　
　早期療育教室（８教室）　月２～４回程度開催　 在籍  105名
　通園部門ぐんぐん（知的障がい児）月～金　　　 在籍   33名
　　　　　　　　　（肢体不自由児）月～金　　　 在籍   18名
　外来相談　　　　　　　　　　　　　　         のべ 1872件
　児童発達支援事業のびのび　　　　　　　　     在籍   47名
【子育て支援課】

子育て支援課
関連各課

　関係機関と連携を密にすることによって、より充実した支援
ができた。また、児童の状況に応じた支援提供をすることがで
きた。【子育て支援課】

　初回の相談から療育までの一本化が可能となり、より充実
した支援体制に繋がった。また、専門職と連携を図ること
で、内容も充実した。さらに、各関係機関との連携を図りな
がら、業務を進めることができた。【子育て支援課】

（２）地域生活
支援事業の充実

１　相談支援事
業の充実

　地域で生活する障がい者とその家族を支援し、障がい
者の自立と社会参加を促進するため、障害者生活支援セ
ンターの機能充実を図ります。また、障がい福祉サービ
スの利用援助などを行う、障害者相談支援事業所の整備
を推進します。

越谷市障害者等相談支援事業を実施
相談件数
　障害者生活支援センター苞　　6,513件
　越谷地域生活支援センター有朋　　1,913件
　生活支援センターこしがや　1,552件

障害福祉課
　各相談支援事業者は、地域で生活する障がい者の相談等に積
極敵に関与することにより障がい者とその家族を支援すること
ができた。引き続き事業所の整備を推進する。【障害福祉課】

　各相談支援事業者は、地域で生活する障がい者の相談等に
積極敵に関与することにより障がい者とその家族を支援する
ことができた。障がい者数の増加に伴い、障害福祉サービス
の利用や援護に関する相談及びピアカウンセリングの重要性
は高まっていることから、今後も相談支援事業所の整備を推
進していく。【障害福祉課】

（２）地域生活
支援事業の充実

２　地域自立支
援協議会の充実

　障がい者等の地域生活を支援するために、地域の課題
を共有し解決に向け協働する中核的な役割を果たす越谷
市障害者地域自立支援協議会の活動を推進します。障が
い者等がそのニーズや生活実態に即して有効な障がい福
祉サービスなどの支援を受けられるよう、福祉・保健・
医療・教育・労働などの分野を超えたケアマネジメント
体制の充実を図ります。

第１回　平成２７年６月２５日
（１）平成２７年度越谷市障害者地域自立支援協議会事業計画（案）につ
いて
（２）専門部会活動報告について
（３）第４次越谷市障がい者計画について
第２回　平成２７年１１月１９日
（１）専門部会活動報告について
（２）第４次越谷市障がい者計画の素案について
（３）障害者差別解消支援地域協議会の設置について
第３回　平成２８年２月１７日
（１）専門部会活動報告について
（２）第４次越谷市障がい者計画（案）について
（３）障害者差別解消支援専門部会の設置について

障害福祉課

　より良いネットワークを構築し、障がい者等の支援体制の整
備を図るため、専門部会活動を展開、障害者地域自立支援協議
会を定期開催し、障害者等の地域生活を支援することができ
た。【障害福祉課】

　より良いネットワークを構築し、障がい者等の支援体制の
整備を図るため、専門部会活動を展開、障害者地域自立支援
協議会を定期開催し、障害者等の地域生活を支援することが
できた。【障害福祉課】

第５章　生活支援サービスの充実

１　地域生活支援体制の整備
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（２）地域生活
支援事業の充実

３　コミュニ
ケーション支援
事業の充実（６
章に再掲）

　聴覚等に障がいのある方とない方、双方のコミュニ
ケーションを支援するため、手話通訳者及び要約筆記者
の派遣体制の充実を図ります。
　また、養成講習会を開催し、登録手話通訳者・登録要
約筆記者の養成・確保に努めるとともに、公的機関等に
対する広報及び個人利用対象者に対する周知を図りま
す。

　手話通訳者、要約筆記者を派遣することにより、耳の聞こえの悪い方と
そうでない方、双方のコミュニケーションの円滑化を図った。
手話通訳者派遣時間　1,118時間25分
要約筆記者派遣時間　275時間

障害福祉課
支援が必要な方のコミュニケーションの円滑化が図られた。
【障害福祉課】

　支援が必要な方のコミュニケーションの円滑化が図られ
た。
　今後は、全国各地の自治体で、手話言語条例が定められる
など、手話やコミュニケーション支援への関心が今後高まる
ことが予想される。また、高齢に伴う難聴者の増加が予想さ
れ、要約筆記者へのニーズも今後増加が見込まれることか
ら、手話通訳、要約筆記の担い手の養成および増加が課題と
なる。併せて、行政関係機関の本事業の利用拡大について周
知の継続が必要である。【障害福祉課】

（２）地域生活
支援事業の充実

４　日常生活用
具給付事業の充
実

　障がい者や難病患者の日常生活の円滑化を図るため、
日常生活用具の給付や修理を行います。また、訪問や窓
口相談を通じて、障がい状況・生活状況に応じた用具の
給付と品目の検討を行い事業の充実を図ります。

　給付件数
　身体障がい者　5,598件
　知的障がい者　　　2件
　精神障がい者　　　1件　【障害福祉課】

　給付件数　７１２件
　品目：紙おむつ、頭部保護帽、入浴補助用具、特殊マット等
　【子育て支援課】

障害福祉課
子育て支援課

　日常生活用具を給付することで、障がいのある方の日常生活
の円滑化に寄与することができた。また、給付品目の基準額の
見直しを行い、支援の充実を図ることができた。【障害福祉
課】

　在宅の重度障がい児に対し、日常生活をより円滑にできるよ
う障がいの内容や生活環境等に応じて、日常生活用具の給付を
行った。【子育て支援課】

　日常生活用具を給付することで、障がいのある方の日常生
活の円滑化に寄与することができた。また、給付品目の追加
や基準額の見直しを行い、支援の事業の充実を図ることがで
きた。【障害福祉課】

　障がい状況や生活環境等に応じた用具の給付を行い、事業
の充実を図った。【子育て支援課】

（２）地域生活
支援事業の充実

５　移動支援事
業の充実（６章
に再掲）

　屋外での移動が困難な障がい者に対し、社会生活上必
要不可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための外出を
支援するため、事業の周知や協定事業者の拡大を図りま
す。

利用実績
　身体障がい者　10,573.0時間
　知的障がい者　 9,377.5時間
  精神障がい者　　 144.5時間　【障害福祉課】

障害福祉課
　障がい者等の外出支援を行い、地域での自立した生活及び社
会参加の促進に寄与することができた。【障害福祉課】

　障がい者等の外出支援を行い、地域での自立した生活及び
社会参加の促進に寄与することができた。【障害福祉課】

（２）地域生活
支援事業の充実

６　身体障がい
者補助犬の利用
促進

　平成１４年５月に成立した身体障害者補助犬法では、
盲導犬、聴導犬、介助犬などの補助犬について、国や地
方公共団体は補助犬の役割について国民の理解を深める
ための措置を講じ、国民も使用者に対し必要な協力に努
めることが定められており、身体障がい者の自立と社会
参加を促すことを目的に補助犬の活用を促進します。

　平成27年4月に中核市へ移行したことに伴い、身体障害者補助犬に関す
る苦情の相談窓口業務を権限委譲された。
　また、厚生労働省発行のパンフレットや啓発シールを窓口に備え付け、
身体障害者補助犬の周知啓発に努めた。【障害福祉課】

障害福祉課

　平成２７年４月の中核市移行に伴い、身体障害者補助犬に関
する苦情の相談窓口業務が権限委譲されたことにより、より身
近な市役所での相談が可能となり、市民の利便性の向上が図ら
れた。
　今後も身体障がい者が身体障害者補助犬を安心して同伴でき
るよう、広報紙による周知や一部の公共事業などへの啓発シー
ルの貼付、苦情の受付等を行う。【障害福祉課】

　平成２７年４月の中核市移行に伴い、身体障害者補助犬に
関する苦情の相談窓口業務が権限委譲されたことにより、よ
り身近な市役所での相談が可能となり、市民の利便性の向上
が図られた。
　今後も身体障がい者が身体障害者補助犬を安心して同伴で
きるよう、広報紙による周知や一部の公共事業などへの啓発
シールの貼付、苦情の受付等を行う。【障害福祉課】

（２）地域生活
支援事業の充実

７　地域活動支
援センターの設
置促進

　地域で生活する障がい者に、創作的活動・生産活動の
機会を提供し、社会との交流の促進を図るなど、自立し
た日常生活または社会生活を営むことができるよう援助
を行う場である地域活動支援センターの設置を促進しま
す。

平成27年度市内設置数
　Ⅰ型　　　　　１箇所
　Ⅲ型Ｂ型　　　２箇所
　Ⅲ型Ｃ型　　　４箇所

障害福祉課

　必要に応じて地域活動支援センター事業補助金を交付するこ
とにより、障がい者の有する能力、適正及び障がい特性に応じ
た活動の場の提供に寄与することができた。今後も、社会参加
を促進するため、地域活動支援センターへの支援を行う。【障
害福祉課】

　必要に応じて地域活動支援センター事業補助金を交付する
ことにより、障がい者の有する能力、適正及び障がい特性に
応じた活動の場の提供に寄与することができた。今後も、社
会参加を促進するため、地域活動支援センターへの支援を行
う。【障害福祉課】

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）訪問系
サービスの充実

１　ホームヘル
プサービスの充
実

　多様化・増大する障がい者のニーズに対応できるよ
う、サービスの質の向上と安定供給の確保に向けて、
サービス事業者との連携を行い、ヘルパーの確保と質的
向上を図り、ホームヘルプサービスを充実します。

ホームヘルパー派遣時間
身体障がい者　76,346.25時間
知的障がい者  12,712.75時間
精神障がい者  12,260.25時間
難病患者等　　   101   時間
【障害福祉課】

　居宅介護（通院等介助含）利用時間　　７，５４２時間
　【子育て支援課】

障害福祉課
子育て支援課

　ホームヘルパーの利用に係る費用について、介護給付費を支
給することで、障がい者等の自立した在宅生活に寄与すること
ができた。【障害福祉課】

　今後も利用申請の増加が見込まれるため、障害者総合支援法
に基づき適正な居宅介護の支給を行っていく。【子育て支援
課】

　ホームヘルパーの利用に係る費用について、介護給付費を
支給することで、障がい者等の自立した在宅生活に寄与する
ことができた。【障害福祉課】

　実績としては増加傾向にある。そのため、障がいの状況や
生活環境等を加味し、適切な支給を行う必要がある。【子育
て支援課】

（１）訪問系
サービスの充実

２　配食サービ
スの充実

　在宅の重度障がい者が健康で自立した生活を送ること
ができるよう、配食サービスと併せて安否確認を行いま
す。また、他の障がい福祉サービスとの利用調整を行
い、適切なサービス提供を推進します。

平成２６年度（平成２７年３月）事業廃止。
障害福祉課 平成２６年度（平成２７年３月）事業廃止。【障害福祉課】

障害福祉サービス（ヘルパー派遣）により家事援助が利用で
きるため、平成２３年度から平成２６年度（事業廃止）ま
で、障がい者の利用なし。【障害福祉課】

（１）訪問系
サービスの充実

３　入浴サービ
スの充実

　家庭において入浴することが困難な障がい者等に対
し、巡回方式で入浴サービスを提供し、保健衛生の向上
を図ります。
　また、利用者の希望に合った事業者を選択できるよ
う、登録事業者の確保に努めます。

入浴サービス利用状況
　利用人数　17人
　延べ利用回数　1079回
【障害福祉課】

障害福祉課
子育て支援課

　巡回入浴車の派遣により、自宅において入浴困難である障が
い者の保健衛生の向上が図られた。【障害福祉課】

　巡回入浴車の派遣により、自宅において入浴困難である障
がい者の保健衛生の向上が図られた。
　今後は、障がいのある方の、入浴サービス利用時の健康状
態に応じたサービス選択が可能となるよう引続き検討する。
また、利用者の事業者選択の機会増を図るため、事業者の新
規参入を図る。【障害福祉課】

２　自立を促す福祉サービスの充実
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（２）介護者
サービスの充実

１　ショートス
テイサービスの
充実

　家庭における介護が、家族の急病などにより、一時的
に困難となった場合などに対応するため、ショートステ
イサービス（短期入所）の充実に努めます。

　ショートステイ利用状況（延利用日数）
　身体障がい者　  683日
　知的障がい者　1,952日
　精神障がい者　　  0日　【障害福祉課】

　ショートステイ利用状況（延利用日数）
　短期入所　９３件　　３３２日
　【子育て支援課】

障害福祉課
子育て支援課

　介護者の高齢化に伴う介護負担軽減や、有事の際における本
人の生活の場とすることができた。
　年度によって延利用日数の増減はあるものの、一定の利用希
望はあり、受け入れ施設数のさらなる充実が求められている。
【障害福祉課】

　利用実績としては年度によって差があるが、希望者自体は
年々増加傾向にある。【子育て支援課】

　介護者の高齢化に伴う介護負担軽減や、有事の際における
本人の生活の場とすることができた。
　利用したい時に利用できない場合あり、受け入れ施設の増
加が求められている。【障害福祉課】

　保護者の介護負担軽減を目的として、今後も希望者の増加
が予想される。そのため、障がい状況や家庭環境を含め、適
切な支給をしていく必要がある。【子育て支援課】

（２）介護者
サービスの充実

２　レスパイト
サービスの充実

　障がい者の地域生活を支援するとともに、介護者の負
担を軽減するため、レスパイトサービスとして生活サ
ポート事業や日中一時支援事業を実施するとともに、事
業の充実のため登録事業者の確保に努めます。

※18歳以上の対象者
生活サポート事業
　利用登録者数（者）　210人
　延利用時間（者）　　2,005時間
日中一時支援事業
　利用登録者数（者）　86人
　延利用人数（者）　　251人
【障害福祉課】

　生活サポート事業　　　利用登録者数（１８歳未満）　　２０４人
　日中一時支援事業　　　利用登録者数（１８歳未満）　　　　６人
　　　　　　　　　　　　利用日数　　　　　　　　　　　　９０日
【子育て支援課】

障害福祉課
子育て支援課

　介護者の高齢化に伴う介護負担軽減ため、レスパイトサービ
スとして利用することができた。
　また、短期入所を利用する前段階として、施設に本人が慣れ
る目的での利用ができた。
　障がい者の地域生活を支援し、介護者の負担軽減を図るた
め、利用希望者は増加しており、事業のさらなる充実が求めら
れている。【障害福祉課】

　障がい児の登録件数が多く、利用実績も増加している。【子
育て支援課】

　　介護者の高齢化に伴う介護負担軽減ため、レスパイト
サービスとして利用することができた。
　また、短期入所を利用する前段階として、施設に本人が慣
れる目的での利用ができた。
　障がい者の地域生活を支援し、介護者の負担軽減を図るた
め、利用希望者は増加しており、事業のさらなる充実が求め
られている。【障害福祉課】

　利用者（利用時間）は年々増加しているため、今後も継続
した支援が必要だと思われる。【子育て支援課】

（２）介護者
サービスの充実

３　介護知識の
普及

　介護者や家族を対象とした講座等を開催し、介護知識
の普及を図ります。

　越谷西特別支援学校ＰＴＡ、草加かがやき特別支援学校ＰＴＡを対象
に、障害者援護の概要等について、説明を行った。

障害福祉課
　特別支援学校ＰＴＡとの連携を深めたことにより、地域にお
ける障がい者福祉の充実を図ることができた。【障害福祉課】

　特別支援学校ＰＴＡとの連携を深めたことにより、地域に
おける障がい者福祉の充実を図ることができた。【障害福祉
課】

（３）福祉機器
等の利用促進

１　情報提供・
相談の充実

　補装具や日常生活用具を展示するとともに、点字・手
話などの活用により、障がいに配慮した情報提供と相談
の充実を図ります。また、各相談員や民生委員・児童委
員などに補装具等に関する理解の促進を図ります。

福祉機器展等に参加し情報収集を行った。 障害福祉課
　収集した情報を障がい者等からの相談時などに活用し、障が
い者支援の充実を図ることができた。【障害福祉課】

　収集した情報を障がい者等からの相談時などに活用し、障
がい者支援の充実を図ることができた。【障害福祉課】

（３）福祉機器
等の利用促進

２　補装具の利
用促進

　補装具を必要とする方の利便性の向上やニーズに対応
できるよう、補装具費の代理受領事業者の登録拡大に努
め、補装具の利用を促進します。窓口相談や訪問調査な
どを利用して、補装具に関する助言や指導を行うととも
に、事業の周知や、情報提供の強化を行います。また、
介護保険、労災保険等を利用する場合との適正な調整を
図ります。

身体障害者補装具費支給状況　363件
　品目　義肢、装具、盲人用安全づえ、歩行補助つえ、車椅子、補聴器、
眼鏡、義眼等

障害福祉課

　障がい者が必要必要とする補装具の購入・修理に係る補装具
の支給を行うことで、障がい者の身体的・経済的負担軽減を図
ることができた。
【障害福祉課】

　障がい者が必要必要とする補装具の購入・修理に係る補装
具の支給を行うことで、障がい者の身体的・経済的負担軽減
を図ることができた。
【障害福祉課】

（３）福祉機器
等の利用促進

３　福祉機器の
貸与の充実

　社会福祉協議会の行う車いすや福祉車両の貸与事業を
推進し、利用を促進します。

貸し出し件数
ふれあい号(ワゴン車)９７件、軽自動車１２１件、車いす４３８件
合計６５６件

障害福祉課
社会福祉協議会

今後も貸与事業を推進し、利用促進を図る。
　【障害福祉課】

貸与品の利用により障がい者や介護者の負担を軽減できた。
【障害福祉課】

（４）年金・手
当等の情報提供
の充実

１　年金・手当
等の周知

　障害基礎年金の受給に関する情報提供などの支援に努
めるとともに、公的年金や心身障害者扶養共済制度への
加入を周知します。また、特別障害者手当や重度心身障
害者手当などの各種制度の周知も図ります。

　心身障害者扶養共済制度、特別障害者手当、重度心身障害者手当につい
て、市民ガイドブックや市のホームページでの周知を図り、また、手帳の
交付時に制度の案内をした。【障害福祉課】

　老齢基礎年金、障害基礎年金について、市ホ－ムペ－ジや市民ガイド
ブック、窓口等で啓発を実施。
　障害基礎年金の請求件数　　　　　　　92件【市民課】

市民課
障害福祉課

　障害児福祉手当受給者への２０歳到達時の資格喪失と特別障
害者手当の案内を通知することにより、切れ目のない認定を行
うための周知を図ることができた。また、必要に応じ、制度の
周知に努めた。今後も制度の周知に努める。【障害福祉課】

　障害年金の窓口相談の実施及び障害福祉課と連携し、20歳到
達者の障害基礎年金請求のＰＲを実施している。【市民課】

　平成２６年度より、障害児福祉手当受給者への２０歳到達
時の資格喪失と特別障害者手当の案内を通知することによ
り、切れ目のない認定を行うための周知を図ることができ
た。また、必要に応じ、制度の周知に努めた。今後も制度の
周知に努める。【障害福祉課】

　障害年金の窓口相談の実施及び障害福祉課と連携し、20歳
到達者の障害基礎年金請求のＰＲを実施している。【市民
課】

（４）年金・手
当等の情報提供
の充実

２　各種資金貸
付制度の利用促
進

　障がい者の自立を支援する各種資金貸付制度の周知を
行い、利用の促進に努めます。

 必要に応じて、社会福祉協議会の各種資金貸付制度について周知を行っ
た。

障害福祉課
 各種貸付資金制度について、市民ガイドブックを基に案内や
制度説明を行い、個々の状況に応じた制度の周知を図ることが
できた。【障害福祉課】

 各種貸付資金制度について、市民ガイドブックを基に案内
や制度説明を行い、個々の状況に応じた制度の周知を図るこ
とができた。【障害福祉課】
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）日中活動
系サービスの充
実

１　介護給付の
充実

　既存の療護施設や更生施設、地域デイケア施設などか
ら療養介護・生活介護などの新体系事業への円滑な移行
を促進し、事業者の運営を支援するとともに、日常生活
において介護の必要な方の利用を支援します。

 生活介護事業等の障害福祉サービスを提供する事業者が、円滑な事業展
開を図れるように、給付費を支給した。事業者へ新規事業所開設への情報
提供や、運営についての指導・助言等を行った。【障害福祉課】

障害福祉課

　平成27年度の中核市移行に伴い、障害福祉サービス事業所等
の指定事務が県より移譲され、より細やかに情報提供や事業所
情報の共有が可能となった。今後も利用者の増加が見込まれる
ため、引き続き事業の拡大が求められている。【障害福祉課】

　越谷市内の事業所は全て新体系への移行が完了した。介護
の必要な障がい者が安心して利用できるよう、今後も事業所
開設を支援し、適正な運営への指導・助言を行っていく。
【障害福祉課】

（１）日中活動
系サービスの充
実

２　訓練等給付
の充実

　既存の更生施設や授産施設、地域デイケア施設などか
ら自立訓練・就労移行支援・就労継続支援などの新体系
事業への円滑な移行を促進し、事業者の運営を支援する
とともに、日常生活、社会生活で訓練の必要な方の利用
を支援します。

　就労継続支援事業、就労移行支援事業等の障害福祉サービスを提供する
事業者が、円滑な事業展開を図れるように、給付費を支給した。事業者へ
新規事業所開設への情報提供や、運営についての指導・助言等を行った。

障害福祉課

　平成27年度の中核市移行に伴い、障害福祉サービス事業所等
の指定事務が県より移譲され、より細やかに情報提供や事業所
情報の共有が可能となった。今後も利用者の増加が見込まれる
ため、引き続き事業の拡大が求められている。【障害福祉課】

　越谷市内の事業所は全て新体系への移行が完了した。障が
い者の日常生活及び社会生活の向上のため、今後も事業所開
設を支援し、適正な運営への指導・助言を行っていく。

（２）活動の場
の充実

１　障害者福祉
センターの機能
充実

　障害者福祉センター「こばと館」の各種事業及び専門
職員による指導の充実を図るとともに、利用の促進に努
めます。

障害者福祉センターこばと館利用実績
開館日数291日、団体利用者数14,149人、個人利用者数6,420人、見学者数
36人、総利用者数20,605人

《事業概要》
手話奉仕員養成講習会入門編18回、手話奉仕員養成講習会基礎編23回、手
話通訳者養成講習会（準備コース）21回、手話通訳者養成講習会（本コー
ス）35回、要約筆記者養成講習会30回、点字講習会10回、あいあい茶ろん
20回、生活リハビリ45回、遊友44回、青年クラブＡ12回、青年クラブＢ12
回、家事チャレンジ講習会3回、絵画教室（水曜コース）20回、絵画教室
（木曜コース）20回、さをり織り（前期）10回、さをり織り（後期）10
回、わくわく広場12回、視覚障がい者エンジョイ教室6回、こばと体験塾
12回、ふれあいデー4回、家族茶話会2回、スポーツ講習会12回、こばと文
化祭2回、こばと館まつり1回、館外研修2回、ふれあいの日1回

障害福祉課

　平成26年度と比較すると団体利用者数は779人の増加、個人
利用者数は21人の減少、総利用者としては、702人が増加する
など、ホームページ上で貸館の空き状況が確認できるようにす
る等により、利用促進の効果が図れた。【障害福祉課】

　ホームページ上で貸館の空き状況が確認できるようにする
等により、利用促進の効果が図れた。
　今後も当事者団体の利用の促進に努め、障害者福祉セン
ターの機能を充実する。【障害福祉課】

（２）活動の場
の充実

２　精神障がい
者デイケア・ナ
イトケアの充実

　精神障がい者の社会復帰を支援するため、医療機関な
ど民間が実施するデイケア・ナイトケアを促進します。

 在宅の精神障がい者に対して、医療機関の指導下での市内の精神科デイ
ケア、ナイトケアの利用を指導する。デイケアは市内の５医療機関、ナイ
トケアは２医療機関で実施。また、ショートデイケアを１医療機関にて実
施。【障害福祉課】

障害福祉課
 在宅の精神障がい者に対して利用を指導し、地域生活を支援
することができた。【障害福祉課】

 在宅の精神障がい者に対して利用を指導し、地域生活を支
援することができた。【障害福祉課】

（２）活動の場
の充実

３　心身障害者
地域デイケア施
設への支援

　心身障害者地域デイケア施設の運営を支援するととも
に、運営の安定化を図るため、平成２３年度末までに、
新体系サービスや地域活動支援センターへの移行を支援
します。

　平成25年度にて、新体系サービスへの移行が完了している。【障害福祉
課】

障害福祉課
　計画のとおり平成２３年度末に新体系への移行を完了するこ
とができた。【障害福祉課】

　計画のとおり平成２３年度末に新体系への移行を完了する
ことができた。【障害福祉課】

（２）活動の場
の充実

４　地域の活動
拠点の整備充実

　地域における身近な活動の場として、市民会館をはじ
め地区センター・公民館の計画的な整備を推進します。

　市内９か所目となる、大沢地区センター・公民館の大型化に向け、平成
２６年度の基本設計に引き続き、平成２７年度は、用地測量、地質調査を
実施した。

市民活動支援課

　大沢地区センター・公民館、体育館複合施設整備に係る用地
測量、地質調査を行った。
　早期完成を目指し、関係課と協議を進めながら、地区との調
整を図る。【市民活動支援課】

　平成２５年１２月に出羽地区センター・公民館を開設。大
沢地区センター・公民館、体育館複合施設については、平成
２６年度に基本設計、平成２７年度に用地測量、地質調査を
行った。

３　日中活動の場の確保
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）居住系
サービスの充実

１　グループ
ホーム・ケア
ホーム・生活
ホーム等への支
援

　地域における障がい者の生活の場を確保するため、グ
ループホーム・ケアホーム・生活ホームの整備を推進
し、助成等による支援を行います。また、そこでの暮ら
しを体験する機会を提供します。

サービス提供事業者が、円滑な事業展開が図れるように、給付費を支給し
た。
　グループホーム・生活ホーム利用人数
　　①身体障がい者グループホーム　市外2名
　　②知的障がい者グループホーム　市内24名、市外30名
　　④精神障がい者グループホーム　市内7人、市外16人
　　⑤生活ホーム　市内3名、市外1名

障害福祉課

　障がい者が自立した地域生活を送るためのグループホーム等
の利用希望に対して、機会を提供することができた。
　グループホームの希望者は年々増加しているが、施設数が不
足している状況である。サービス提供事業者が、今後も事業の
整備を促進するとともに、円滑な事業展開が図れるように、助
成等による支援を行っていく。【障害福祉課】

　障がい者が自立した地域生活を送るためのグループホーム
等の利用希望に対して、機会を提供することができた。
　グループホームの希望者は年々増加しているが、施設数が
不足している状況である。サービス提供事業者が、今後も事
業の整備を促進するとともに、円滑な事業展開が図れるよう
に、助成等による支援を行っていく。【障害福祉課】

（１）居住系
サービスの充実

２　施設入所支
援の充実

　施設入所支援サービス提供事業者が、短期入所など地
域生活を支えるサービス拠点としての機能を充実し、入
所者の地域生活への移行に向けた取り組みを行うことを
支援します。

　施設入所支援サービス提供事業者が、円滑な事業展開が図れるように、
給付費を支給した。
　また、日常生活において支援が必要な方に、施設入所支援、短期入所な
どのサービスを提供した。

障害福祉課

　施設入所や短期入所を希望する障がい者に、入所の機会を提
供することができた。
　入所施設の利用希望者は年々増加しているが、待機者が多く
入所までに数年かかってしまう場合もあるため、入所待機者へ
は他サービスの利用を促し生活の安定を図りつつ、今後も事業
の充実を図っていく。【障害福祉課】

　施設入所や短期入所を希望する障がい者に、入所の機会を
提供することができた。
　入所施設の利用希望者は年々増加しているが、待機者が多
く入所までに数年かかってしまう場合もあるため、入所待機
者へは他サービスの利用を促し生活の安定を図りつつ、社会
福祉法人を中心に入所施設の開設を働きかけるとともに、障
がい者が地域で安心して生活できるよう、グループホームや
短期入所などの事業所の設置を推進していく。【障害福祉

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）施設機能
の充実

１　障がい児施
設の整備

　療育環境の充実を図るため、みのり学園、あけぼの学
園、早期療育発達支援事業、ことばの治療相談等を一体
化した施設を整備します。また、保育所等や地域と交流
を図り、障がいのある子どもが障がいのない子どもと、
地域で共に育ち合う環境を整備します。

 児童発達支援センターに支援や相談を必要として通所してくる児童を対
象に、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床発達心理士などの専門
職による療育を行い、内容の充実を図った。また、公立や民間の保育所等
と連携をとり、交流の場を設けるなど、地域で共に育ち合う環境を整備し
た。同時に、市内の幼稚園・保育所等に通う乳幼児に対しても専門職によ
る相談やグループでの療育に取り組み施設機能の充実を図った。【子育て
支援課】

子育て支援課
　センターにおける療育内容を充実させたことで、利用者増加
につながった。また、保育所等とも連携を図り、障がい児に対
する支援を行った。【子育て支援課】

　初回の相談から療育までの一本化が可能となり、より充実
した支援体制に繋がった。また、専門職と連携を図ること
で、内容も充実した。さらに、各関係機関との連携を図りな
がら、業務を進めることができた。【子育て支援課】

（１）施設機能
の充実

２　新体系サー
ビスへの移行

　施設等の安定的運営を確保するため、障害者自立支援
法に基づく新体系サービス事業所等への円滑な移行を支
援します。

　平成24年度にて、新体系サービスへの移行が完了した。【障害福祉課】 障害福祉課
　計画のとおり平成２３年度末に新体系への移行を完了するこ
とができた。【障害福祉課】

　計画のとおり平成２３年度末に新体系への移行を完了する
ことができた。【障害福祉課】

（１）施設機能
の充実

３　重症心身障
害児施設の充実

　重症心身障害児施設「中川の郷療育センター」の施設
運営を支援するとともに、外来患者の受け入れや通所事
業の充実など、在宅の心身障がい児（者）の支援を推進
します。
　また、障害者自立支援法の新体系サービスへの移行を
支援します。

　重症心身障害児施設「中川の郷療育センター」の運営を支援するため、
建設費負担及び館内の入所措置実績割合に応じて、補助を行った。【障害
福祉課】

　超重症心身障がい児の家族に対するレスパイトケア　　３５日
　【子育て支援課】

障害福祉課
子育て支援課

　運営費等の補助を行うことにより、重症心身障がい児（者）
への支援を推進することができた。【障害福祉課】

　超重症心身障がい児を介助する家族のためのレスパイトケア
を図ることができた。【子育て支援課】

　運営費等の補助を行うことにより、重症心身障がい児
（者）への支援を推進することができた。【障害福祉課】

　平成27年度に越谷市在宅超重症心身障がい児の家族に対す
るレスパイトケア事業補助金交付要綱を定めたことで、申請
件数の増加に繋がった。【子育て支援課】

５　地域生活を支える施設サービスの充実

４　住まいの場の確保
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）福祉のま
ちづくりの普
及・啓発

１　越谷市まち
の整備に関する
条例の普及・啓
発

　市民や民間事業者に対し、福祉のまちづくりについて
啓発を行うとともに、「越谷市まちの整備に関する条
例」の普及に努め、住みよいまちの整備を図ります。

　平成23年度から｢越谷市まちの整備に関する条例」を市のホームページ
に掲載するとともに、条例・解説冊子を配布し普及啓発を図りました。
【開発指導課】

開発指導課
　｢越谷市まちの整備に関する条例」を市のホームページに掲
載するとともに、条例・解説冊子を配布し住みよいまちの整備
の推進を図りました。【開発指導課】

　｢越谷市まちの整備に関する条例」を市のホームページに
掲載するとともに、条例・解説冊子を配布し住みよいまちの
整備の推進を図りました。【開発指導課】

（１）福祉のま
ちづくりの普
及・啓発

２　福祉のまち
づくりに関する
法律・県条例の
普及・啓発

　事業者に対し、県と協力して、「埼玉県福祉のまちづ
くり条例」や「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律」などの福祉のまちづくりに関する法律
や条例の普及・啓発に努めます。

　建築計画図面をもとに福祉規定の各項目について相談対応。「埼玉県福
祉のまちづくり条例」の届出を指導。届出の審査において、適合させるべ
き事業者に指導を実施。【建築住宅課】
　
　｢越谷市まちの整備に関する条例」に基づく事前協議において、福祉の
まちづくりに関する法律、県条例を担当する関係各課との協議調整を行う
よう事業者に要請する。【開発指導課】

建築住宅課
開発指導課

　事業者に対し、窓口等での相談、届出の指導や審査を通し
て、福祉のまちづくりの普及啓発に努めている。【建築住宅
課】
　
　平成27年度の開発行為事前協議数は、963 件ありました。適
宜関係課と協議調整を行うよう事業者に要請し、福祉のまちづ
くりの普及啓発を図りました。【開発指導課】

　事業者に対し、窓口等での相談、届出の指導や審査を通し
て、福祉のまちづくりの普及啓発に努めている。【建築住宅
課】
　
　適宜関係課と協議調整を行うよう事業者に要請し、福祉の
まちづくりの普及啓発を図りました。【開発指導課】

（２）一体性・
連続性のあるバ
リアフリーのま
ちづくりの推進

１　土地区画整
理事業の推進

　土地区画整理事業を通じて、歩道の段差を解消するな
ど、安全な歩行空間のあるまちづくりを推進します。

　道路・歩道等の段差解消や電柱の歩道外設置、障がい者等が安全に安心
して通行できる歩行空間の整備を実施。

　　　西大袋土地区画整理事業地内、街路延長118ｍ

市街地整備課
　土地区画整理事業の進捗に合わせて整備を進めているため、
予定に対して減少しました。【市街地整備課】

土地区画整理事業の進捗に合わせて整備を進めているため、
予定より整備延長は減少しました。

（２）一体性・
連続性のあるバ
リアフリーのま
ちづくりの推進

２　市街地再開
発事業の推進

　市街地再開発事業を推進し、事業者に対し、ユニバー
サルデザインの導入など、バリアフリーの誘導を図りま
す。

　平成２４年度に事業完了。 市街地整備課 　平成２４年度に事業完了。【市街地整備課】
市街地再開発事業を推進し、事業者に対し、ユニバーサルデ
ザインの導入など、バリアフリーの誘導を図り、平成２４年
度に事業完了しました。

（３）公共的建
築物等の整備

１　公共的建築
物等のバリアフ
リー化の推進

　県条例に基づき、多くの市民が利用する公共的建築物
及び民間建築物について、障がい者の利用に配慮した施
設・設備となるよう事業者に対して指導を行い、バリア
フリー化を推進します。

　埼玉県福祉のまちづくり条例による届出の中で図面審査及び指導を実
施。
　建築確認申請の中で県バリアフリー条例の適合確認を実施。【建築住宅
課】

建築住宅課
関連各課

　バリアフリー法に基づく県バリアフリー条例の施行により、
バリアフリー法の規制範囲が拡大されたことから、建築物のバ
リアフリー化について、さらに推進する。【建築住宅課】

　バリアフリー法に基づく県バリアフリー条例の施行によ
り、バリアフリー法の規制範囲が拡大されたことから、建築
物のバリアフリー化について、さらに推進する。【建築住宅
課】

（３）公共的建
築物等の整備

２　小中学校施
設のバリアフ
リー化の整備

　教育環境の充実を図るため、市内小中学校のバリアフ
リー化の整備については、第４次総合振興計画に基づ
き、福祉環境整備事業として、視覚障がい者誘導用ブ
ロック等の設置、さらにスロープ・階段手摺り及び洋式
トイレの設置について計画的に整備を進めます。

バリアフリー化工事　延べ２校実施
　　点字ブロック　　　　１校
　　洋式トイレ改修　　　１校

学校管理課

平成２７年度末のバリアフリー化率　　　７１．１％
　限られた予算の範囲内で対応可能な工事を実施しているた
め、複数校にわたり、1項目のみの改修となっている状況であ
る。そのため、学校単位でのバリアフリー化率は、なかなか向
上しない状況となっている。【学校管理課】

限られた予算の範囲内で工事を実施しているため、学校単位
でのバリアフリー化率は、なかなか向上しない状況となって
いる。

（３）公共的建
築物等の整備

３　公園等オー
プンスペースの
整備

　市民の憩いの場として、また災害時の避難場所として
利用できるよう、公園・緑地などオープンスペースの整
備を計画的に推進します。また、出入り口の段差の解消
や多機能トイレの設置など、障がい者に配慮した公園な
どの整備・改修を推進します。

・千間台西公園、西大袋第四公園を開設
・昨年度に引き続き（仮称）増林公園の整備を実施
・花田第三公園、北越谷第四公園の既設トイレを改修し、多機能トイレを
設置

公園緑地課
　障がい者に配慮した公園の整備を実施すると共に、既設公園
のトイレについてバイリアフリー化の改修を行い、公園利用者
の利便性向上を図ることができた。【公園緑地課】

　新規に整備する公園・緑地などは、誰でも利用できるよう
に配慮をしました。また、既設トイレを順次多機能トイレに
改修を行いました。【公園緑地課】

第６章　生活環境の整備充実

１　福祉のまちづくりの推進
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）歩行空間
の整備

１　歩道の整備

　安全で快適な歩行空間を確保するため、歩道の新設を
推進するとともに、既設歩道の拡幅や段差の解消を計画
的に推進します。また、自転車利用の増大に伴い、歩行
者と自転車が安全で快適に通行できるよう、歩行空間の
確保や拡幅を図るための多様な方策を検討します。

歩道幅員や有効幅員、歩道の段差解消等の整備を推進
（新設L=94m　改良L=766m）

道路建設課
歩行空間の整備に伴い、歩行者等の安全性が確保された。
また改修に伴う通学路の交通環境の整備を図った。【道路建設
課】

多くの歩道の新設・改良に伴い、歩行者の安全性が確保でき
た。
計画通り事業を行うことができた。

（１）歩行空間
の整備

２　視覚障がい
者誘導用ブロッ
クの敷設

　視覚障がい者の歩行の安全を確保するため、駅周辺や
公共施設周辺の歩道や都市計画道路の整備において、視
覚障がい者誘導用ブロックの敷設を計画的に推進しま
す。

視覚障がい者誘導用ブロックを整備（Ｌ＝174.5ｍ）
（千間台西五丁目地内）

道路建設課 公共施設中心に計画通り整備を行った。【道路建設課】
視覚障がい者誘導用ブロック、バリアフリー化を行い高齢者
や障がい者に配慮した歩道が整備できた。

（１）歩行空間
の整備

３　電線類の地
中化の推進

　歩行空間の拡大のほか都市災害の防止や都市景観の向
上を図るため、駅や公共施設周辺の幹線道路、さらには
都市の成熟度が高く電力や通信需要の安定した路線や地
域について、電線類の地中化を推進します。

平成27年度においては、事業を行っていない。 道路建設課 平成27年度においては、事業を行っていない。【道路建設課】
　歩行空間の拡大のほか都市災害の防止や都市景観の向上を
図ることができた。今後も地中化を推進する。

（１）歩行空間
の整備

４　放置自転車
等対策の推進

　駅周辺の環境悪化の防止や通行機能の確保及び歩行者
の安全保持を図るため、自転車等誘導整理員を配置し、
自転車利用者への指導や駐車秩序の保持のための整理・
撤去を行い、放置自転車等の防止に努めます。

　市内各駅に自転車等誘導整理員を配置し、駅周辺の道路や歩道上にある
放置自転車等の駐輪場利用の指導や整理、及び撤去を実施。【平日：午前
7時から午後7時の間・第1～第4土曜日：午前9時から午後5時の間・第2・4
日曜日：午前9時から午後5時の間】。引取りのない放置自転車について
は、売却や海外への無償譲与などリサイクルの推進に努め、資源の有効利
用を図った。

くらし安心課

　年間4,576台の放置自転車等を撤去し、各駅周辺の通行環境
の改善を図るとともに景観の保持に努めた。特に、越谷駅東口
については、自転車等誘導整理員を増員し、放置自転車等の誘
導、整理、撤去を強化することで、放置自転車等の抑制を図っ
た。【くらし安心課】

市内の各駅周辺において、放置自転車等の誘導、整理、撤去
等を継続的に行うことで通行機能の確保及び歩行者の安全保
持に努めた。これらの対策の結果、放置自転車等の撤去・移
送台数は、減少傾向にあり、平成27年度は、平成23年度と比
べ約33％減少した。しかしながら、依然として、駅周辺に放
置する自転車等が見受けられるため、引き続き自転車利用者
への啓発指導や駐車秩序保持のための整理、撤去等を行い、
放置自転車等の防止に努める。【くらし安心課】

（１）歩行空間
の整備

５　公共サイン
の整備

　「越谷市公共サインマニュアル」に基づき、案内誘導
を目的とした公共サインなどの整備を計画的に推進し、
誰にでもわかりやすいものとします。

　越谷市内に設置している公共サインの周辺案内図や誘導表示を最新の情
報に更新した。また、破損個所や清掃作業の必要性等について点検を行
い、適正な維持管理を行った。

都市計画課

　越谷市内に設置している公共サインの周辺案内図や誘導表示
を最新の情報に更新修正を行った。また、破損個所等や清掃作
業等の必要性について、点検を行なうことで適正な維持管理を
行った。
　
　1　公共サイン更新　　既存の公共サイン19か所
　2　点検確認か所　　  104か所
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【都市計画課】

「越谷市公共サインマニュアル」に基づき、適宜、整備・更
新・清掃等を行うことで、良好な歩行空間の整備に努めた。
　　　　　　　　【都市計画課】

（２）公共交通
機関等の利便性
の確保

１　鉄道駅舎等
の整備促進

　「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する
法律」に基づき、障がい者が駅を利用しやすいよう鉄道
事業者に対して、エレベーター・エスカレーター・多機
能トイレなどの設置をはじめ、視覚障がい者誘導用ブ
ロックの敷設など安全で統一した案内誘導装置の整備を
働きかけます。

　東武鉄道及びＪＲ東日本大宮支社、八王子支社に対し、内方線付き点状
ブロック設置等の設備等の充実を図るよう要望した。

都市計画課
関連各課

　東武鉄道株式会社に対しては、東武伊勢崎線･野田線整備促
進協議会を通じ、内方線付き点状ブロックの設置等を、及びＪ
Ｒ東日本大宮支社、八王子支社に対しては、武蔵野線旅客輸送
改善対策協議会を通じ、鉄道の高架化等について要望した。
【都市計画課】

平成２５年度に、南越谷駅改修工事が完了したことによっ
て、越谷市内全駅(８駅）にエレベーター、エスカレーター
が設置され、利用客の安全性や高齢者等の利便性の向上が図
られた。【都市計画課】

（２）公共交通
機関等の利便性
の確保

２　路線バスの
整備促進

　バス事業者に対し、公共施設などを経由して住宅地と
最寄り駅を結ぶ通勤・通学に利用できるようなバス路線
の新設や既設路線の拡充などを要望します。また、利用
者の安全性・利便性を向上するため、走行環境の改善や
運行情報のＰＲなどの側面的支援を行い、車いすの利用
者が乗車しやすい超低床ノンステップバスの導入を働き
かけるとともに、その導入に際し、バス事業者に購入費
用の一部を助成します。
　また、「高齢者、障害者等の移動の円滑化の促進に関
する法律」に基づく「基本方針」に定められているバス
車両について、平成２７年度（２０１５年度）までに全
て低床化された車両に代替することを目標とします。

　路線バス新設等の要望が多い地域等について、バス事業者に対し拡充を
要望し、「せんげん台駅東口～東埼玉テクノポリス」線、「南越谷駅南口
～ひのき荘」線のバス路線が新設された。
　また、ノンステップバスを導入したバス事業者（茨城急行自動車㈱３
台、朝日自動車㈱２台)）に対し、越谷市ノンステップバス導入促進事業
費補助金交付要綱に基づく補助金を交付した。
　さらに、平成２７年度には、越谷市地域公共交通協議会を設立し、同協
議会において、本市における公共交通のマスタープランとなる越谷市地域
公共交通網形成計画の作成に関する協議を行い平成28年3月に同計画を策
定した。

都市計画課
関連各課

 せんげん台駅東口から東埼玉テクノポリス線の開通にあたっ
ては、市民からの要望を受け、バス事業者に新規バス路線の開
通について要望書を提出するとともに、吉川市、松伏町とも連
携することで、新規バス路線を実現することができた。
　平成27年度に設立した越谷市地域公共交通協議会などを通じ
て、市民要望等について情報提供を行った。
　また、身近な公共交通機関である路線バスのノンステップバ
ス導入については、国・県との協調補助などによりバリアフ
リー化を推進し、乗降時の利便性及び安全性の向上が図られ
た。
　さらに、本市における公共交通のマスタープランとなる越谷
市地域公共交通網形成計画の作成に関する協議を行い平成28年
3月に同計画を策定した。【都市計画課】

バス路線の拡充については、平成26年度までは、「越谷バス
網整備研究会」を通じて事業者にに働きかけてきたが、平成
27年度には、本市における公共交通のマスタープランとなる
越谷市地域公共交通網形成計画の作成に関する協議を行うた
め設立した「越谷市地域公共交通協議会」を通じて、情報提
供を行った。
また、路線バスのノンステップバス導入については、平成23
年度から平成27年度の5ヵ年で26台分の補助金を交付し、ノ
ンステップ率79.2％となり、現在の国の基本方針の平成32年
度までにノンステップ化率を70％とすることについては、達
成することができた。
さらに、本市における公共交通のマスタープランとなる越谷
市地域公共交通網形成計画の作成に関する協議を行い平成28
年3月に同計画を策定した。【都市計画課】

２　道路・交通環境の整備
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）移動支援
の充実

１　「ふれあい
号」の利用促進

　社会福祉協議会が行っている、歩行困難な身体障がい
者や高齢者のためのリフト付きワゴン車「ふれあい号」
の利用の促進を図ります。

市内在住で歩行困難な方に、リフト付きワゴン車等を貸し出し。
　貸し出し件数　ふれあい号　　　97件
　　　　　　　　軽自動車　　　 121件

障害福祉課
社会福祉協議会

歩行困難な方や介助者の負担を軽減することができた。【障害
福祉課】

歩行困難な方や介助者の負担を軽減することができた。【障
害福祉課】

（１）移動支援
の充実

２　福祉タク
シー利用券・自
動車燃料費助成
券の交付

　在宅重度障がい者の外出を支援するため、福祉タク
シー利用券または自動車燃料費助成券を交付し、費用の
一部を助成します。対象者に対する周知の徹底ととも
に、取扱い事業所の拡大を進めることにより、制度の効
果的、効率的な活用を推進します。

福祉タクシー利用券・自動車燃料費助成券の交付
交付対象者数　　　5,885人
交付者数　　　　　5,426人
交付率　　　　　　92.20％
利用率　　　　　　65.04％（福祉タクシー利用券）
　　　　　　　　　88.09％（自動車燃料費助成券）【障害福祉課】

障害福祉課

　福祉タクシー利用券及び自動車燃料費助成券を交付すること
により、在宅障がい者の外出支援に寄与することができた。
　障害者手帳所持者の増加に伴い、交付者数も増加しているこ
とから、引き続き、制度の充実に努める。なお、近年では、自
動車燃料費助成券の利用者が増加している。【障害福祉課】

　福祉タクシー利用券及び自動車燃料費助成券を交付するこ
とにより、在宅障がい者の外出支援に寄与することができ
た。
　障害者手帳所持者の増加に伴い、福祉タクシー利用券・自
動車燃料券の交付者数も増加していることから、引き続き、
制度の充実に努める。なお、近年では、自動車燃料費助成券
の利用者が増加している。【障害福祉課】

（１）移動支援
の充実

３　自動車運転
免許取得費の助
成

　障がい者の就労や社会参加を支援するため、自動車運
転免許の取得に要する費用の一部を助成します。

免許取得の2/3（12万円を限度）を助成
助成件数　1件

障害福祉課
 障がい者の就労機会の増大、収入向上に繋がった。[障害福祉
課]

　障がい者の就労機会の増大、収入向上に繋がった。今後も
窓口での相談時や障害者手帳交付時に制度の案内を行い、制
度の周知を図る。[障害福祉課]

（１）移動支援
の充実

４　自動車改造
費の助成

　重度障がい者の社会参加を支援するため、所有する自
動車を改造する場合、費用の一部を助成します。

手動運転装置等の改造に係る助成（限度額10万円）
助成件数　4件

障害福祉課 　障がい者の社会参加の支援に繋がった。[障害福祉課]
　障がい者の社会参加の支援に繋がった。今後も窓口での相
談時や障害者手帳交付時に制度の案内を行い、制度の周知を
図る。[障害福祉課]

（１）移動支援
の充実

５　バリアフ
リーマップの作
成

　障がい者などが安心してまちに外出し、また行動範囲
を拡大できるよう、障がい者の参画を得て公共的施設な
どのバリアフリー状況をまとめたマップ（おでかけマッ
プ、トイレマップ）を作成しており、掲載情報の充実に
努めます。

 平成27年3月に改訂した越谷市バリアフリーマップの冊子版を障害福祉課
窓口や市内各地区センターにおいて、配布した。【障害福祉課】

障害福祉課

　バリアフリーマップの冊子版を配布することにより、障がい
者などの外出支援に寄与することができた。
　今後、ホームページ版については、必要な更新を随時行い、
最新の情報を提供できるよう努める。冊子版についても必要に
応じて改定を行う。【障害福祉課】

　第3次障がい者計画の期間内において、バリアフリーマッ
プの冊子版を2度改訂し配布することにより、障がい者など
の外出支援に寄与することができた。
　今後、ホームページ版については、必要な更新を随時行
い、最新の情報を提供できるよう努める。冊子版についても
必要に応じて改定を行う。【障害福祉課】

（１）移動支援
の充実

６　各種割引制
度等の周知

　障がい者の外出、積極的な社会参加を促進するため、
交通機関の旅客運賃割引や有料道路の通行料金割引、駐
車禁止の除外などの制度の周知を図ります。

有料道路通行料金割引申請件数：６６７件

ＥＴＣによる割引申請件数：１１５６件
【障害福祉課】

障害福祉課
　制度の周知・利用登録により、障がい者の外出、積極的な社
会参加を促進することができた。【障害福祉課】

　制度の周知・利用登録により、障がい者の外出、積極的な
社会参加を促進することができた。【障害福祉課】

（１）移動支援
の充実

７　福祉有償運
送の促進

　ＮＰＯ法人等が実施する福祉有償運送を促進するた
め、埼葛南地区福祉有償運送市町共同運営協議会におい
て必要事項を協議するとともに、指導・助言を行いま
す。

 ＮＰＯ法人等が実施する福祉有償運送を促進するため、埼葛南地区福祉
有償運送市町共同運営協議会において必要事項を協議するとともに、指
導・助言を行った。
　平成２７年度協議会開催(主宰 草加市)　２回

福祉推進課
関連各課

 越谷市関係の登録団体は４団体。協議会のほか、半年ごとの
実績報告や変更届などの指導、登録希望団体への説明などを随
時行っている。【福祉推進課】

７市１町で構成された協議会で、問題なく運用ができてい
る。

（２）移動介護
の充実

１　移動支援事
業の充実（５章
に再掲）

　屋外での移動が困難な障がい者に対し、社会生活上必
要不可欠な外出や余暇活動等の社会参加のための外出を
支援するため、事業の周知や協定事業者の拡大を図りま
す。

利用実績
　身体障がい者　10,573.0時間
　知的障がい者　 9,377.5時間
  精神障がい者　　 144.5時間

障害福祉課

　障がい者等の外出支援を行い、地域での自立した生活及び社
会参加の促進に寄与することができた。
　障がい者等の外出や余暇活動等の社会参加を支援するため、
引続き、事業の充実を図る。【障害福祉課】

　障がい者等の外出支援を行い、地域での自立した生活及び
社会参加の促進に寄与することができた。
　障がい者等の外出や余暇活動等の社会参加を支援するた
め、引続き、事業の充実及び周知を図る。【障害福祉課】

（２）移動介護
の充実

２　視覚障がい
者の移動介護の
充実

　視覚障がい者の社会参加のための外出を支援するた
め、障害者自立支援法の移動支援事業の充実を図りま
す。また、移動支援事業を補完するガイドヘルパー派遣
事業の充実に努めます。

ガイドヘルパー派遣事業の実施
　派遣時間　3,956時間
　派遣回数　1,063回

障害福祉課
　視覚障がい者等の突発的な外出の際に、ガイドヘルパーを派
遣することで外出の機会を確保できた。【障害福祉課】

類似事業である、移動支援事業と派遣範囲の整理を行い、効
果的に事業を実施できた。【障害福祉課】

（２）移動介護
の充実

３　全身性障が
い者・重度知的
障がい者の移動
介護の充実

　介護が必要な重度身体障がい者・知的障がい者の社会
参加のための外出を支援するため、ホームヘルプサービ
スや移動支援事業との調整を図りながら、全身性障がい
者及び知的障がい者の介護人派遣事業の充実に努めま
す。

全身性障がい者介護人派遣事業　派遣時間 9,769時間
知的障がい者介護人派遣事業　派遣時間　5,631時間
【障害福祉課】

障害福祉課
　外出援助等の介護人を派遣することにより、障がい者の社会
参加促進が図られた。【障害福祉課】

知的障がい者、身体障がい者の社会参加を促進することを目
的としており、継続した事業の実施が必要である。【障害福
祉課】

３　移動への支援の充実
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）障がいの
状況に応じた支
援の充実

１　コミュニ
ケーション支援
事業の充実（５
章に再掲）

　聴覚等に障がいのある方とない方、双方のコミュニ
ケーションを支援するため、手話通訳者及び要約筆記者
の派遣体制の充実を図ります。
　また、講習会などを開催し、登録手話通訳者・登録要
約筆記者の養成・確保に努めるとともに、公的機関等に
対する広報及び個人利用対象者に対する周知を図りま
す。

手話通訳者、要約筆記者を派遣することにより、耳の聞こえの悪い方とそ
うでない方、双方のコミュニケーションの円滑化を図った。
手話通訳者派遣時間　1,118時間25分
要約筆記者派遣時間　275時間

障害福祉課
支援が必要な方のコミュニケーションの円滑化が図られた。
【障害福祉課】

　支援が必要な方のコミュニケーションの円滑化が図られ
た。
　全国各地の自治体で、手話言語条例が定められるなど、手
話やコミュニケーション支援への関心が今後高まることが予
想される。また、高齢に伴う難聴者の増加が予想され、要約
筆記者へのニーズも今後増加が見込まれることから、手話通
訳、要約筆記の担い手の養成および増加が課題となる。併せ
て、行政関係機関の本事業の利用拡大について周知の継続が

（１）障がいの
状況に応じた支
援の充実

２　市民による
情報支援活動の
促進

　聴覚や視覚などの障がいのある人の情報のバリアフ
リー化のため、点訳、音訳、要約筆記などを行う市民の
ボランティア活動を支援するとともに、広報紙などの点
訳、音訳版を提供します。

　「広報こしがや」「議会だより」「社協だより」「生涯学習誌Ｔｒｙ」
「ごみカレンダー」等を行っている団体に、活動場所の確保や活動用消耗
品等を提供した。【障害福祉課】

障害福祉課

　団体に活動場所の確保や消耗品等の提供を行うことにより、
広報紙等で音訳等を必要としている方への情報提供を推進する
ことができた。
　今後もボランティア団体に対して音訳等に必要な消耗品の提
供を実施し、情報のバリアフリー化を進める。【障害福祉課】

　団体に活動場所の確保や消耗品等の提供を行うことによ
り、広報紙等で音訳等を必要としている方への情報提供を推
進することができた。
　今後もボランティア団体に対して音訳等に必要な消耗品の
提供を実施し、情報のバリアフリー化を進める。【障害福祉
課】

（２）多様な情
報媒体の活用推
進

１　IT講習会の
開催

　障がい者がパソコンなどを活用してより多くの情報を
得られるように、ＩＴ（情報通信技術）講習会を開催し
ます。

　障害者就労訓練施設しらこばとにおいて、平成27年7月にパソコン講座
を開催した。【障害福祉課】

障害福祉課

　パソコン講座を開催することにより、障がい者の情報媒体の
活用推進に寄与することができた。
　障がい者がより多くの情報を得られるような方策を引き続き
検討する。【障害福祉課】

　パソコン講座を開催することにより、障がい者の情報媒体
の活用推進に寄与することができた。
　障がい者がより多くの情報を得られるような方策を引き続
き検討する。【障害福祉課】

（２）多様な情
報媒体の活用推
進

２　広域行政事
業（公共施設・
予約案内システ
ム）の充実

　本市を含む近隣の５市１町で構成する「埼玉県東南部
都市連絡調整会議」において運用している、公共施設の
各種情報の案内、空き状況の照会や予約の申し込みをパ
ソコンや携帯電話などから２４時間・３６５日行えるア
クセシビリティに配慮したシステムの充実を図ります。

　パソコンや携帯電話、固定電話、ＦＡＸなどを利用して、公共施設の空
き状況の照会や予約の申し込みを行える「埼玉県東南部地域公共施設予約
案内システム（まんまるよやく）」の運用を行った。
　平成２７年１１月からは、第三世代目のシステムに移行し、カレンダー
表示やスマートフォン専用画面を作成するなど、利用者がより使いやすい
機能を追加した。
　また、まんまるよやくのホームページ作成や施設等からのお知らせの掲
載にあたり、ウェブアクセシビリティを自動チェックできる機能を追加し
た。
　平成２７年度末時点（越谷市）まんまるよやく登録者数　6,534人

政策課

　対象施設の利用者（個人・団体）には、一定程度システムの
利用が定着している。
　第三世代目のシステム開発に伴い、より見やすい画面表示と
簡易な操作について研究し、利用者の利便性の向上が図られ
た。【政策課】

　平成２２年１月末から第二世代目の運用を開始した本シス
テムは、利用媒体としてのスマートフォンの普及に伴い、平
成２７年１１月からの第三世代目システム移行に向けて、視
覚的にも感覚的にもより使いやすいシステムとなるよう５市
１町で検討を行ったことで、システムの機能充実が図られ
た。

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）住宅改善
への支援

１　住宅改善に
関する支援制度
の充実

　重度身体障がい者の居宅改善整備について制度の周知
に努めるとともに、制度の充実を図ります。

越谷市重度身体障害者居宅改善整備費補助事業
　住宅改造件数　4件
　トイレ、浴室の改造等

障害福祉課
　住宅改造により、障がい者の身体状況に合わせた設備を整
え、本人及び介護者の負担軽減を図ることができた。[障害福
祉課]

日常生活給付事業の居宅生活動作補助用具、移動・移乗支援
用具と調整を図り事業を実施している。[障害福祉課]

（１）住宅改善
への支援

２　住宅改善相
談・情報提供の
充実

　埼玉県総合リハビリテーションセンターなど関係機関
との連携を強化し、住宅改善についての相談を充実しま
す。また、越谷市住まいの情報館を通じて、バリアフ
リー住宅や耐震性住宅、耐火性住宅、環境共生住宅など
に関する情報提供を充実します。

　住宅改修の相談に対し、埼玉県総合リハビリテーションセンターの職員
など関係機関（理学、作業療法士等）と同行訪問し、専門的な助言を得な
がら対象者の相談に応じた。【障害福祉課】

　住まいの情報館において、バリアフリー、耐震性住宅に関する啓発及び
情報提供を実施。入館者数5,127人。2階以下の木造住宅居住者に対して、
無料の簡易耐震診断42件を実施するとともに、耐震診断11件、耐震改修2
件、耐震シェルター1件、それぞれに要した費用の一部に補助金を交付し
た。【建築住宅課】

障害福祉課
建築住宅課

住宅改修の相談において、関係機関と連携し、適切に対応す
ることで、障がい者の自立した在宅生活に寄与することができ
た。

今後も引き続き関係機関と連携し、利用者の相談に対し専門
的見地を得ながら情報提供を行い、支援の充実を図る。【障害
福祉課】

住まいの情報館における耐震シェルター・防災ベッドの実物
展示などのほか、各地区防災訓練への職員派遣などにより、広
く市民に対し、耐震化促進のための情報提供を行った。また、
市内における、昭和56年以前の旧耐震基準で建築された木造住
宅の分布状況を踏まえ、特に集中している地域（地区単位）に
焦点をあて、順次制度の周知を図っている。【建築住宅課】

住宅改修の相談において、関係機関と連携し、適切に対応
することで、障がい者の自立した在宅生活に寄与することが
できた。

今後も引き続き関係機関と連携し、利用者の相談に対し専
門的見地を得ながら情報提供を行い、支援の充実を図る。
【障害福祉課】

住まいの情報館における耐震シェルター・防災ベッドの実
物展示などのほか、各地区防災訓練への職員派遣などによ
り、広く市民に対し、耐震化促進のための情報提供を行っ
た。また、市内における、昭和56年以前の旧耐震基準で建築
された木造住宅の分布状況を踏まえ、特に集中している地域
（自治会単位）に焦点をあて、順次制度の周知を図ってい
る。【建築住宅課】

（２）障がい者
に配慮した住宅
の確保

１　市営住宅の
バリアフリー化

　市営住宅について、入居者の状況を考慮し、手摺りの
設置や段差の解消などバリアフリー化を推進します。

　市営住宅は、平成22年度から埼玉県住宅供給公社で管理代行しており、
西大袋中層住宅の高齢者・障害者対応住戸30戸の維持管理を実施。
【建築住宅課】

建築住宅課

　市営住宅の維持管理の一環として、定期的に現地の見回りを
行うとともに、「埼玉県公営住宅等見守りサポーター登録制
度」を活用した入居者の安否確認など、埼玉県住宅供給公社と
連携して実施した。【建築住宅課】

　市営住宅の維持管理の一環として、定期的に現地の見回り
を行うとともに、「埼玉県公営住宅等見守りサポーター登録
制度」を活用した入居者の安否確認など、埼玉県住宅供給公
社と連携して実施した。【建築住宅課】

４　情報のバリアフリー化の推進

５　住環境の整備
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）防犯・防
災思想の普及・
啓発

１　防犯・防
火・防災意識の
啓発

　広報紙、パンフレット、出張講座への講師派遣などに
より、市民の防犯・防火・防災意識の啓発に努めます。
また、市が行う防災訓練への障がい者の参加を促進する
とともに、地域において自主防災組織などが実施する防
災訓練を支援します。

　防災マップ、地震ハザードマップ、防災対策ガイドの頒布や出張講座に
おいて防災対策、防災活動、災害時要援護者避難支援制度等の啓発に努め
た。また、自主防災組織や自治会が中心となり、消火訓練や避難訓練等の
防災訓練が年間124回実施され、市職員や消防職員を積極的に派遣した。
さらに、市と地区で実施する総合防災訓練において、手話通訳者を配置す
るなど、障がい者の参加を促進した。【危機管理課】
 
　自主防犯活動団体へ貸与する防犯グッズの充実を図り、利用を促すとと
もに、街頭キャンペーン等での啓発品の配布や、地域の安全や子どもの安
全確保のための青色回転灯を装備した車によるパトロールを継続して実施
した。【くらし安心課】

　住宅用火災警報器の普及啓発及び維持管理に係るリーフレットを全戸配
布するにあたり、「声のおたより」のボランティア団体に協力をいただ
き、リーフレットの内容をＣＤに録音して視覚障がい者の方に配布し広報
に努めた。【消防本部予防課】

危機管理課
くらし安心課
消防本部

　地震ハザードマップをはじめとした各種防災啓発パンフレッ
トを作成・周知することにより、市民の防災意識の高揚に努め
ている。自主防災組織や自治会が中心となって実施する訓練に
ついては毎年100回程度実施され、市職員や消防職員を派遣
し、訓練指導をすることにより、平常時からの災害時に備えた
効果的な訓練が実施できている。市と地区で実施する総合防災
訓練においては、毎年手話通訳者を配置するなど、障がい者の
方に配慮した訓練を実施している。【危機管理課】

　自主防犯活動団体に対する支援や青色回転灯を装備したパト
ロール等の防犯活動、また、出張講座や啓発品の配布等市民へ
の防犯啓発事業を積極的に実施した結果、昨年一年間の刑法犯
認知件数は、一昨年に比べ減少した。【くらし安心課】

　リーフレットを全戸配布するにあたり、住宅防火対策推進協
議会の委員の方から、リーフレットの内容を「声のおたより」
にすることのご意見をいただいた。これを踏まえ、特に、住宅
用火災警報器の設置が義務化されて１０年近くが経過し、電池
切れの対応が必要になることなどについて、ボランティア団体
を通じて視覚障がい者の方へ広報し、防火・防災意識の啓発に
努めた。【消防本部予防課】

　地震ハザードマップをはじめとした各種防災啓発パンフ
レットを作成・周知を行った。また、訓練は612回、出張講
座を174回実施し、市民の防災意識の高揚等に努めた。市と
地区で実施する総合防災訓練においては、中止となった平成
26年度を除き、毎年手話通訳者を配置するなど、障がい者の
方に配慮した訓練を実施している。【危機管理課】

市民に対する啓発活動や防犯活動への取り組みを継続して実
施することにより、刑法犯認知件数は、５年間、減少が続い
ている。しかしながら、自主防犯団体の組織率が減少してお
り、警察や関係団体と連携を図りながら自主防犯団体の設置
や継続的な活動の支援を引き続き行い、更なる犯罪防止に努
める。【くらし安心課】

　平成２４年度に、国の、「聴覚障がい者対応型住宅用火災
警報器普及支援事業」を活用し、生活保護受給世帯の聴覚障
がい者１４世帯に、聴覚障がい者対応型住宅用火災警報器を
無償給付し、火災による被害が低減するよう努めた。また、
市民まつりなどの多くの市民が集まるイベント等において、
住宅用防災機器の展示会を毎年開催し、火災が発生したとき
に支援が必要となる聴覚障がい者向けの住宅用防災機器の普
及に努めた。【消防本部予防課】

（２）災害・緊
急時連絡支援体
制の充実

１　緊急時通報
システムの充実

　聴覚障がい者や重度身体障がい者の緊急時の対応を図
るため、緊急時に消防署に通報できるＷＥＢ１１９番・
ＦＡＸ１１９番通報システムの周知を図るとともに制度
の充実に努めます。

　WEB119番通報システム登録者数　40名【障害福祉課】

　緊急時に消防署に通報できるＷＥＢ１１９番・ＦＡＸ１１９番通報シス
テムの周知を図った。さらに、引き続き聴覚障がい者からの緊急通報の際
に、手話通訳者を派遣する体制をとった。【消防本部指令課】

障害福祉課
消防本部

　WEB119番、FAX119番通報システムにより、電話での通報がで
きない、障がい者の緊急通報に係る便宜を図ることができた。
【障害福祉課】

　平成２７年度は、ＷＥＢ１１９番・ＦＡＸ１１９番通報シス
テムでの通報はなかった。今後もＷＥＢ１１９番・ＦＡＸ１１
９番通報システムの周知を図るとともに、緊急通報の際に手話
通訳者を速やかに派遣する体制をとっていく。【消防本部指令
課】

　WEB119番、FAX119番通報システムにより、電話での通報が
できない、障がい者の緊急通報に係る便宜を図ることができ
た。
　今後も引き続き、手話通訳者・要約筆記者派遣事務所等の
関係機関等と連携し、電話での通報ができない障がい者の緊
急通報に係るシステムの周知を図り、利用者の拡大につなげ
る。【障害福祉課】

　災害時要援護者からの緊急通報に対応できる ＷＥＢ１１
９番・ＦＡＸ１１９番通報システム及び緊急通報システムの
周知を図りながら制度の充実に努めた。【消防本部指令課】

（２）災害・緊
急時連絡支援体
制の充実

２　自主防災組
織の育成・強化

　災害に備え自分たちの地域は自分たちで守るという意
識を基盤に、自主防災組織の整備を促進するとともに、
活動を支援します。

　自主防災組織に対し、要配慮者向けを含む備蓄資器材の購入や防災訓練
費用の一部を助成した。平成27年度における自主防災組織の設立数は4団
体となり、平成28年4月1日現在、276自治会で結成され、組織率は90.0％
となっている。【危機管理課】

危機管理課

　自主防災組織に対し、毎年、要配慮者向けを含む備蓄資器材
の購入や防災訓練費用の一部を助成するとともに、自主防災組
織の育成事業を推進することで、毎年、数自治会において自主
防災組織の新規結成がなされており、組織率は上昇してきてい
る。また、既結成の自主防災組織に対しては、防災対策のさら
なる充実を図っている。【危機管理課】

　自主防災組織に対し、毎年、要配慮者向けを含む備蓄資器
材の購入や防災訓練費用の一部を助成するとともに、自主防
災組織の育成事業を推進することで、5年度での自主防災組
織の設立数は26団体となり、組織率が向上した。また、既結
成の自主防災組織に対しては、防災対策のさらなる充実を
図っている。【危機管理課】

（２）災害・緊
急時連絡支援体
制の充実

３　地域ぐるみ
の協力体制の整
備

　災害時に支援を要する方の安全を確保するため、民生
委員・児童委員、自主防災組織、自治会、地区コミュニ
ティ推進協議会などの連携を図り、災害時要援護者登録
制度などの地域ぐるみの協力体制づくりを整備します。

　平成25年11月から全市展開した、越谷市災害時要配慮者避難支援制度に
ついて、出張講座等で制度の周知を図った。また、申請のあった要援護者
のデータを要援護者台帳にまとめ、地域で支援する体制づくりを推進し
た。【危機管理課】

市民協働部
福祉部
子ども家庭部
関連各部

　越谷市災害時要配慮者避難支援制度についての周知を、要援
護者となる市民の方だけでなく、支援する側である自治会、自
主防災組織、民生委員等に対しても引き続き積極的に行う必要
がある。【危機管理課】

　平成25年11月から越谷市災害時要配慮者避難支援制度を全
市展開し、自治会、自主防災組織、民生委員等に対して周知
啓発を行った。【危機管理課】

（２）災害・緊
急時連絡支援体
制の充実

４　福祉施設で
の避難者受け入
れ体制の確立

　災害発生時に、近隣の災害時要援護者をはじめとした
被災者の避難施設となるように、社会福祉施設の活用を
推進します。

　要配慮者の福祉施設への受入れを想定した、市と地区との合同総合防災
訓練を実施した。【危機管理課】

危機管理課
関連各課

　平成18年度に福祉施設への受入れや要配慮者を適切に介護で
きるよう介護支援者の派遣について、越谷市介護保険サービス
事業者連絡協議会と応援協定を締結し、災害時における福祉施
設での避難者受入れ体制の整備を図っている。また、平成19年
度以降は、毎年開催される市と地区との合同の総合防災訓練の
中で、要配慮者の福祉施設への受入れを想定した訓練を実施し
ている。【危機管理課】

　中止となった平成２６年度を除き、毎年開催される市と地
区との合同の総合防災訓練の中で、要配慮者の福祉施設への
受入れを想定した訓練を実施した。【危機管理課】

６　防犯・防災体制の整備
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）権利擁護
システムの充実

１　福祉サービ
ス利用援助事業
の促進

　判断能力の不十分な知的障がい者や精神障がい者、高
齢者が地域で安心して生活できるよう、福祉サービスの
利用援助や日常的な金銭管理などの生活援助などを行う
社会福祉協議会の福祉サービス利用援助事業の利用を促
進します。

平成27年度の福祉サービス利用援助事業
　利用契約数　64件（うち障がい者　19件）
　相談件数　 321件（うち障がい者 101件）
　広報普及：ホームページへの掲載、チラシの配布

障害福祉課
社会福祉協議会

　判断能力の不十分な知的障がい者や精神障がい者が、福祉
サービス利用援助事業を利用することで住みなれた地域で安心
して生活を送ることができた。【障害福祉課】

　判断能力の不十分な知的障がい者や精神障がい者が、福祉
サービス利用援助事業を利用することで住みなれた地域で安
心して生活を送ることができた。【障害福祉課】

（１）権利擁護
システムの充実

２　成年後見セ
ンターの設置

　判断能力の不十分な知的障がい者や精神障がい者、高
齢者の権利と財産を守る法律的な支援制度である、成年
後見制度が身近なものとして活用されるよう、制度の周
知や利用の啓発、個別相談への対応、法人後見人の受任
等を図り、障がい者及びその保護者、家族を支援するた
め成年後見センターを設置します。

　高齢者や、知的障がい者、精神障がい者等の判断能力が低下した方の権
利と財産を守る法律的な支援制度である成年後見制度が、身近なものとし
て活用されるよう、平成23年10月に社会福祉法人越谷市社会福祉協議会内
に「成年後見センターこしがや」を開設し、市の成年後見事業の一部（制
度の普及・啓発、個別相談への対応）を業務委託により実施している。平
成23年10月に開設してから5年目になり、更なる機関の充実を図るととも
に制度の普及啓発を積極的に行った。
・平成27年度の成年後見センターの利用者実績
　相談件数 648件（内、障がい者に関する相談 64件）
　※電話での問い合わせを含む。【障害福祉課】

障害福祉課

　利用者にとって、誰もが身近で利用出来る支援機関である、
センターの案内や説明を行ったことにより、成年後見制度の利
用につながった。
　市民の関心、ニーズは非常に高いことから、さらに相談体制
を充実させる必要がある。引き続き、越谷市社会福祉協議会と
連携し、「成年後見センターこしがや」の更なる機能の充実に
努めていく。【障害福祉課】

　利用者にとって、誰もが身近で利用出来る支援機関であ
る、センターの案内や説明を行ったことにより、成年後見制
度の利用につながった。
　市民の関心、ニーズは非常に高いことから、さらに相談体
制を充実させる必要がある。引き続き、越谷市社会福祉協議
会と連携し、「成年後見センターこしがや」の更なる機能の
充実に努めていく。【障害福祉課】

（２）投票しや
すい環境の整備

１　投票制度の
広報・啓発の推
進

　障がい者の権利擁護のため、期日前投票及び不在者投
票や点字による投票など法令に基づく制度の周知、選挙
に関する情報提供の充実を図るとともに、選挙事務従事
者への指導を充実します。

　広報こしがや4月号に統一地方選挙のお知らせを、7月号に埼玉県知事選
挙のお知らせを、それぞれ折り込み配布し、期日前投票、不在者投票、代
理投票及び点字投票等に関する周知、啓発を図った。
　選挙事務従事者説明会を開催し、障がい者や高齢者の選挙人に対する対
応の指導を行うなど、選挙事務従事者の意識の向上を図った。
　投票所及び期日前投票所に点字の候補者氏名等一覧を備え付けた。

選挙管理委員会
事務局

　当該計画に沿った取組みを行うことができた。【選挙管理委
員会事務局】

　当該計画に沿った取組みを行うことができた。【選挙管理
委員会事務局】

（２）投票しや
すい環境の整備

２　投票所のバ
リアフリー化の
推進

　障がい者の投票を促進するため、投票所の段差の解消
など、投票しやすい環境づくりを推進します。

　スロープ等の段差解消について、施設の構造上設置が不可能な場所を除
いてすべての投票所に設置が出来ているので、設置が困難な投票所の職員
に対し、人的補助の徹底を指導した。

選挙管理委員会
事務局

　当該計画に沿った取組みを行うことができた。【選挙管理委
員会事務局】

投票所入口への手すり付の階段の設置や、バリアフリー対応
の投票所への変更、新設など、着実に障がい者の投票促進及
び投票しやすい環境づくりの向上を行うことができた。【選
挙管理委員会事務局】

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）学級・講
座等への障がい
者の参加促進

１　情報提供の
充実

　視覚障がい者への講座等の学習情報提供として、生涯
学習情報誌「ＴＲＹ」を音声提供します。聴覚障がい者
への情報提供としては、生涯学習情報誌「ＴＲＹ」を市
のホームページに掲載します。

  生涯学習メニューＴＲＹの情報提供として、視覚障がい者への音声によ
る情報提供を行うとともに、市のホームページに掲載し情報提供に努め
た。年4回発行（6月、9月、12月、3月）、発行部数各120,000部（全戸配
付）。

生涯学習課 　きめ細やかな生涯学習の情報提供に努めた。【生涯学習課】
　きめ細やかな生涯学習の情報提供に努めた。【生涯学習
課】

（１）学級・講
座等への障がい
者の参加促進

２　参加しやす
い生涯学習の環
境づくり

　障がい者の生涯学習の機会を充実するため、各種学
級・講座等に参加しやすい環境づくりを進めます。

　聴覚障がい者が学級・講座へ参加しやすいよう、手話通訳者や介助者が
同席等できるよう、受け入れ態勢の整備に努めた。【生涯学習課】

障害福祉課
生涯学習課

　会場施設の確認、打合せ等を行い、受け入れ態勢の整備に努
めた。【生涯学習課】

　会場施設の確認、打合せ等を行い、受け入れ態勢の整備に
努めた。【生涯学習課】

（１）学級・講
座等への障がい
者の参加促進

３　スポーツ・
レクリエーショ
ン教室・講座等
の開設

　障がいの内容や程度など、心身の状況に応じ誰もが参
加できるようなスポーツ・レクリエーション教室や講
座、運動プログラムの充実を図ります。

 平成23年度から埼玉県障害者交流センターの地域支援事業を活用し、障
害福祉課、越谷市社会福祉協議会、埼玉県障害者交流センターとの共催に
より「障がい者スポーツ教室」を開催している。
平成25年度をもって、埼玉県障害者交流センターの地域支援事業が終了
し、平成26年度からは、単独事業で実施し、障害福祉課と連携を図り行っ
た。
・障がい者スポーツ教室
①平成27年5月9日、23日、30日　全3回（身体障害者）
　種　目：卓球、バドミントン、スポーツ吹き矢、卓球バレー、カローリ
ング
　参加者：21名
②平成27年11月10日、17日、24日　全3回（知的障害者）
　種　目：風船バレー、サーキット、卓球バレー等
　参加者：60名

スポーツ振興課

  障がい者スポーツ教室では、障害福祉課と連携を図り、障が
い者の生きがいづくりや社会参加を促進した。
　平成27年度は、昨年度参加した方が多く、リピート率はある
ものの、新しい参加者は、数人にとどまっている。リピーター
からの紹介などで参加者の増加を期待したい。【スポーツ振興
課】

平成23年度からの取組みで行われた障がい者対象のスポーツ
教室も定着してはいるものの、参加者の増加が小さい。教室
で行う内容も新種目を少しずつ入れ替えて工夫するが、マン
ネリ化は否定できない。今後は、一新した事業展開を進める
必要がある。【スポーツ振興課】

７　権利擁護の推進

第７章　生涯学習環境の整備充実

１　生涯学習・スポーツ活動への参加の促進
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（２）図書サー
ビスの充実

１　図書配送
サービスの充実

　障がい者の学習意欲に応えるため、録音図書の充実、
点字図書や拡大写本の収集を図るとともに、録音図書作
製や対面朗読のボランティア活動を支援します。
　また、外出することが困難な方に対し、図書や資料を
自宅などに配送するサービスを充実します。さらに、広
報紙などによりＰＲを行い、利用促進に努めます。

　障がい者サービスとして、点字図書７０冊（一般書１０冊、児童書６０
冊）、デイジー図書１，５９９タイトル、録音テープ３９タイトル（２３
０巻）の貸出を行った。また、対面朗読は、延べ５３人のきき手に対し、
延べ１１９人の朗読者によって行われた。
　なお、点字図書２４冊（一般書２４冊）や拡大写本１１６冊、デイジー
図書２５タイトルが、ボランティアの方々によって作製された。

　資料配送サービス
　延べ利用者：１４人　運行回数：１４回
　利用数：図書３９冊、ＣＤ２枚

図書館

　利用者から、「いままでは図書館に通っていたが、足が不自
由になり外出ができなくなった。家の中だけの生活なので、本
があるということが生きがいになっている」との声が寄せられ
ている。視覚障がい者の利用だけでなく、身体障がい者や高齢
により読書が困難になっている方にも利用されている。また、
大活字本の収集も行い、点字図書や拡大写本、デイジー図書に
ついては、ボランティアの方々に数多く作製していただいてい
る。
　なお、デイジー図書作製のためのパソコン９台を貸し出すと
ともに、１台は研修用に利用していただくことなどにより、引
き続き、ボランティア活動を支援した。
　多くの方々に図書館サービスを平等に提供することで、地域
の学習拠点として重要な役割を果たすことができる。
　【図書館】

　障がい者サービスを充実するためには、ボランティアの
方々の協力が必要不可欠な状況にあることから、デイジー図
書作製用のパソコンの貸出数を４台から９台に拡充するとと
もに、引き続き、デイジー図書作製や音訳の講習会を開催す
るなど、ボランティア活動の支援に努めてきたところであ
り、録音図書の保有数は、県内でも有数なものとなってい
る。
　また、ボランティア団体との連携を密にする中、点字図書
や拡大写本の受け入れの数も多くなっているところであり、
今後、これらの利用促進に努めていくことが大切といえる。

（３）生涯学
習・スポーツ活
動への支援

１　生涯学習・
スポーツ指導者
の養成・確保

　障がい者ニーズを把握するとともに、関係機関との連
携や情報交換を深め、障がいの状況に応じた指導ができ
る人材の養成・確保を図ります。
　生涯学習リーダーバンク登録者を対象に、「生涯学習
リーダー・ボランティア養成講座」を開催し、市民の多
種・多様化、高度化する、生涯学習に関するニーズに的
確に応えられるよう、生涯学習リーダーの養成・確保を
図ります。
　スポーツの実技指導やその他スポーツに関する指導及
び助言を行う体育指導委員については、研修会等により
指導者としての資質向上を図るとともに、その活動を支
援します。
　また、各種スポーツの指導者を登録し、市民からの要
請に応じて派遣する「スポーツリーダーバンク」の充実
を図ります。
　さらに、スポーツ指導者の養成と資質の向上を図るた
め、指導者及び指導者を志す者を対象に「スポーツ・レ
クリエーション指導者研修会」を開催します。

　生涯学習に関する指導者や講師を紹介する冊子「越谷市生涯学習リー
ダーバンク」を、2年に一度発行しており、平成27年度に最新版を作成
し、越谷市のホームページにも公開した。新規登録申請を随時受け付け、
ホームページを更新をしている。登録の際は、登録申請書において、障が
い者を対象にした指導実績等の詳細について把握し、障がい者を含めた多
くの方からの要望に応えられるよう指導者の確保に努めた。
  また、「生涯学習リーダーバンク」登録者等を対象に、「生涯学習リー
ダー・ボランティア養成講座」を開催し、市民の多様化・高度化する、生
涯学習に関するニーズに的確に応えられるよう、生涯学習リーダーの養
成・確保を図った。 【生涯学習課】

地域や各種団体からの指導者の派遣要請に対して、適切かつ効果的な指導
を行うことが出来る指導者を派遣するため、スポーツリーダーバンクを設
置しており、平成27年度は、59種目、70名の指導者を登録した。さらに、
スポーツリーダーバンクの利用拡大のため、「初級障害者スポーツ指導
員」の資格を所持した方の種目を更新し、市民からの幅広い指導者の要請
に対応できるように努めた。平成27年度では、障がい者スポーツ教室での
講師として指導した。【スポーツ振興課】

生涯学習課
スポーツ振興課

「生涯学習リーダーバンク」の周知と「生涯学習リーダー・ボ
ランティア養成講座」の開催などにより、多様なニーズに応じ
た指導者の養成・確保に努めた。【生涯学習課】

平成27年度では、障がい者スポーツ教室では、「初級障害者ス
ポーツ指導員」の資格を所持した方が、卓球、バドミントン
等、色々な種目を指導した。【スポーツ振興課】

「生涯学習リーダーバンク」の周知と「生涯学習リーダー・
ボランティア養成講座」の開催などにより、多様なニーズに
応じた指導者の養成・確保に努めた。【生涯学習課】

「初級障害者スポーツ指導員」の資格を所持した方の登録数
が、増えていないので、今後は、増加を期待する。【スポー
ツ振興課】

（３）生涯学
習・スポーツ活
動への支援

２　障がい者の
スポーツ交流の
促進

　関係団体や機関との連携を図り、障がい者が参加しや
すいようスポーツ・レクリエーション活動の充実を図る
とともに、国や県など広域的な規模で開催される、ス
ポーツ大会等への障がい者の参加を促進します。

　近隣市町や宮城県、茨城県などから参加した越谷オープン卓球バレー大
会を埼玉県障がい者スポーツ指導者協議会が主催して（市・教育委員会共
催）開催され、291名の参加があった。【スポーツ振興課】

障害福祉課
スポーツ振興課

　平成27年度から初めて開催された越谷オープン卓球バレー大
会は、障がいのある人もない人も参加して、スポーツの楽しさ
や感動を体験するとともに、障がい者が広く社会参加の促進に
寄与するために実施した。この大会は、埼玉県障がい者スポー
ツ指導者協議会が主催し、市・教育委員会等も共催しながら大
会を運営しており、今後も継続した大会を目指している。【ス
ポーツ振興課】

　障がい者スポーツ教室の参加をきっかけとして卓球バレー
大会に参加する人も生まれ、教室だけのつながりから発展し
て、スポーツ大会のメンバーとして交流が深まったことが見
られた。これからも継続して実施していきたい。【スポーツ
振興課】

施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）障がい者
間交流の促進

１　当事者団体
の育成

　障がい者の活動母体である当事者団体を育成し、さま
ざまな社会参加への促進が図れるよう支援します。障が
い者団体の活動拠点として障害者福祉センターこばと館
を利用します。

　障がい者団体の活動拠点として障害者福祉センターこばと館の社会適応
訓練室等を貸し出した。平成27年度の団体利用者数は延べ14,149人（延べ
814団体）

障害福祉課
　平成26年度と比較すると、団体利用者数は779人の増加、団
体件数は183件の減少となっている。【障害福祉課】

　平成23年度から27年度までの5年間で、団体利用者は、779
人増加したが、団体件数は282減少した。今後も当事者団体
の育成に努める。

（１）障がい者
間交流の促進

２　趣味グルー
プの育成

　多様な特技や趣味活動を介した社会参加を促進するた
め、趣味グループの育成を支援します。障害者福祉セン
ターこばと館の団体室や社会適応訓練室等の無料貸出を
実施します。

　障害者福祉センターこばと館で、趣味グループの育成のために団体室、
社会適応訓練室等の無料の貸し出しを実施した。登録団体数は平成28年3
月現在で39団体。

障害福祉課

　登録団体に社会適応訓練室等を無料で貸し出すことにより、
社会参加の促進や団体の育成支援に寄与することができた。
　今後も趣味サークル等の育成支援のため、活動場所等の提供
に努める。【障害福祉課】

　平成２３年度からの５年間については、団体の件数は減少
しているものの団体利用者数がほぼ横ばいで推移している。
これら登録団体に社会適応訓練室等を無料で貸し出すことに
より、社会参加の促進や団体の育成支援に寄与することがで
きた。
　今後も趣味サークル等の育成支援のため、活動場所等の提
供に努める。【障害福祉課】

（１）障がい者
間交流の促進

３　障がい者間
交流の促進

　障がい者間の交流を促進し、共通に取り組める問題の
解決や相互理解が図られるよう支援していきます。

　障害者の日記念事業第35回ふれあいの日を開催した。団体発表や活動内
容の展示等の参加型プログラムを実施した。【障害福祉課】

障害福祉課
　障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、交流で
きる機会を設けることができたが、当事者以外とのさらなる交
流が求められている。【障害福祉課】

　障がいのある人もない人も分け隔てられることなく、交流
できる機会を設けることができたが、当事者以外とのさらな
る交流が求められている。【障害福祉課】

（２）障がい者
のボランティア
活動の促進

１　ボランティ
アセンターにお
ける障がい者対
応の充実

　障がい者の社会参加のサポート役として、さまざまな
障がいに対応できるようボランティアセンターの機能の
充実に努めるとともに、障害者福祉センターこばと館に
おける福祉ボランティアの育成事業の中で、ボランティ
アセンターとの連携を図ります。

　障害者福祉センターこばと館において、ボランティアを受け入れた。
【障害福祉課】

障害福祉課
社会福祉協議会

　社会福祉協議会のボランティアセンターと連携を図り、ボラ
ンティア活動の促進に努めることができた。【障害福祉課】

　社会福祉協議会のボランティアセンターと連携を図り、ボ
ランティア活動の促進に努めることができた。【障害福祉
課】

（２）障がい者
のボランティア
活動の促進

２　障がい者団
体等からの活動
ニーズの発掘

　障がい者が自らボランティア活動に参加し、社会的貢
献や役割が果たせるよう、障害者福祉センターこばと館
連絡調整会議の構成団体に対し、活動ニーズの把握を行
うとともに、その活動ができる体制づくりを推進しま
す。

　障害者福祉センターこばと館連絡調整会議の構成団体に対し、活動ニー
ズの把握と情報提供を実施した。
　また、障害者福祉センターこばと館主催事業の参加者等が、自主サーク
ル活動等を行うことへの支援を実施した。【障害福祉課】

障害福祉課
社会福祉協議会

　障害者福祉センターこばと館の利用団体等に対し、アンケー
ト調査等により、活動ニーズの把握に努めた。【障害福祉課】

　こばと館連絡調整会議やアンケート調査等をとおして、い
ただいたご意見を新規事業の開催や自動販売機設置等に反映
した。今後も、構成団体の活動ニーズの把握に努める。【障
害福祉課】

２　多様な社会参加の促進
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施　策 事業の内容 計画書本文 平成27年度の取組み内容 担当課 平成27年度の取組みに対する担当課のコメント 平成23年度から27年度までの取組みに対する担当課のコメント

（１）人材の養
成・確保

１　職員研修等
の充実

　障がい者の各種相談の窓口として、また多様化する障
がい者のニーズに的確に対応するために、保健福祉を担
当する専門職員の確保や職員の資質の向上を図る必要が
あります。
　現在取り組んでいる職員の手話研修や、福祉業務体験
研修などの職員研修事業を推進し、担当職員のみなら
ず、福祉行政に対し市全体として、職員の資質の向上に
努めます。
　また、障がい者の文化、スポーツ・レクリエーション
活動や学習活動への参加、さらには就業支援を促進して
いくために、市民や民間団体及び大学などの専門機関と
の連携の下に人材育成に努めます。

　　新採用職員を対象に障がい者及び高齢者福祉に係る研修において、外
部の障がい者福祉施設から講師を招くともに、高齢者疑似体験等を実施
（受講者数６８人）。
　各課所選出職員を対象に「認知症サポーター養成講座」を実施（受講者
数６５人）。
　窓口業務がある課所選出職員を対象に「手話研修」を実施（受講者数２
３人）。
　すべての差別の解消に向けて「人権・同和問題研修」等を実施（延べ受
講者数５１８人）。

人事課
　計画に位置付けられた各種研修の取組み等を着実に実施し
た。【人事課】

　計画に位置付けられた各種研修の取組み等を着実に実施し
た。【人事課】

（２）サービス
に対する苦情対
応と評価

１　オンブズ
パーソン制度の
推進

　本市では、福祉保健サービス利用者からの市やサービ
ス提供事業者に対する苦情に対し、公正・中立な立場で
迅速に解決する福祉保健オンブズパーソン制度を導入し
ています。この制度を活用し、障がい福祉行政に対する
勧告の役割を担っていきます。

　福祉保健に関する市やサービス提供事業者に対する苦情に対し、公正・
中立な立場で迅速に解決するため越谷市福祉保健オンブズパーソンを導入
している。
　平成２７年度　苦情申立　0件、苦情相談　0件

福祉推進課

　平成14年から開始。申立ては延べ1件であり、年間の相談件
数は少ない状況である。しかしながら、福祉保健サービス利用
者の権利を守るために必要な制度であり、引き続き、制度を実
施していきたい。
【福祉推進課】

　福祉保健サービス利用者の権利を守るために必要な制
度であり、この制度を実施してきた。
【福祉推進課】

（２）サービス
に対する苦情対
応と評価

２　社会福祉施
設等における苦
情解決制度の推
進

　本市の施設福祉サービスについて、利用者の権利を擁
護し、施設運営の公正を確保するため、苦情解決制度を
推進します。

　市が設置する社会福祉施設等が提供するサービスについて、利用者の権
利を擁護し、施設運営の公正を確保するため、苦情解決制度を実施した。
　平成27年度　苦情申立0件

福祉部
子ども家庭部

　苦情申立件数は０件であったが、今後は制度の周知が課題と
なる。　【福祉部】

　平成23年度から27年度までの苦情申立件数は０件であった
が、今後は制度の周知が課題となる。【福祉部】

（２）サービス
に対する苦情対
応と評価

３　第三者評価
システムの推進

　第三者による公正・中立な立場から福祉サービスなど
に対する評価を受けることにより、事業者自らがサービ
スに関する具体的な問題点や課題などを把握し、質の向
上を図っていくとともに、利用者がサービス選択時の目
安として利用できるよう、第三者評価システムを推進し
ます。

　平成26年度に実施した障がい者計画及び障がい福祉計画策定に係るアン
ケート調査（事業所用）において、障害福祉サービス事業者の第三者評価
の導入状況の把握に努めた。【障害福祉課】

障害福祉課 　引き続き事業所等の状況の把握に努める。【障害福祉課】 　引き続き事業所等の状況の把握に努める。【障害福祉課】

（３）障がい者
の参画

１　意見交換の
機会づくりの検
討

　障がい者のニーズを聞き、的確に迅速な対応ができる
よう、障がい者や障がい者関係団体などとの意見交換会
の機会づくりに努めます。

　平成28年度において、第4次越谷市障がい者計画の策定の基礎資料とし
て、こばと館登録団体に対して意見聴取を行い、障がい者のニーズの把握
に努めた。【障害福祉課】

障害福祉課

　多くの当事者及びボランティア活動を行う団体から、様々な
視点からの意見を聴取することで、ニーズを把握することがで
きた。
　今後も障がい者のニーズを把握するため、意見を伺う機会を
確保していく。【障害福祉課】

　障がい者計画及び障がい福祉計画の策定時にアンケート調
査等を実施し、障がい者のニーズを把握することができた。
今後も障がい者のニーズを把握するため、意見を伺う機会を
確保していく。【障害福祉課】

（４）推進体制
の充実

１　障害者施策
推進協議会の設
置

　本計画を推進するためには、保健・福祉・医療のみな
らず、都市計画・教育・産業など全庁的な取り組みが必
要であり、さらに市民の協力が不可欠です。
　そのため、障害者施策推進協議会において計画の進捗
及び評価などを行い、施策の推進を図ります。
　なお、本協議会は、障害者基本法に基づき条例設置さ
れた「地方障害者施策推進協議会」であり、本市の障が
い者施策を推進するにあたり、施策の総合的かつ計画的
な推進について必要な事項等を調査審議するとともに、
さまざまな立場、見地から意見を聴取する場として、継
続して事業運営を実施します。

　平成27年4月からの中核市移行に伴い、障害者施策推進協議会を廃止
し、その機能を移行した社会福祉審議会障害者福祉専門分科会を設置し
た。
　平成27年度においては、平成28年度より施行の第4次越谷市障がい者計
画の策定に向けた協議を中心に全5回開催した。【障害福祉課】

障害福祉課
　第４次越谷市障がい者計画の策定に向けて幅広い分野の有識
者から意見を聴取することができた。【障害福祉課】

　平成23年度から26年度については、障害者施策推進協議会
において、平成27年度については、障害者施策推進協議会の
機能を移行した社会福祉審議会障害者福祉専門分科会におい
て、さまざまな立場・見地から意見を聴取することができ
た。【障害福祉課】

（５）広域的連
携体制の整備

１　大学・教育
研究機関との連
携

　市内の大学のほか、保健・福祉・医療を専門的に研究
する機関との積極的な連携を図り、幅広く高度なサービ
スに対応できる人材の養成に努めます。また、福祉を学
ぶ学生との連携を強め、学生の現場体験と福祉ボラン
ティアとしての相互協力体制づくりを図ります。

　県立大学等から実習生の受け入れを行った。障害者の日記念事業ふれあ
いの日に学生ボランティアが参加した。【障害福祉課】

障害福祉課
関連各課

　福祉事務所で県立大学等からの実習生を受け入れるなど、市
内の大学等との連携が図れた。大学等との連携をとおした人材
の育成が求められている。【障害福祉課】

　福祉事務所で県立大学等からの実習生を受け入れるなど、
市内の大学等との連携を図れた。今後も大学等との連携をと
おした人材の育成を図る。【障害福祉課】

（５）広域的連
携体制の整備

２　広域的な行
政連携の強化

　障がい者のニーズに即して必要なサービスを確保でき
るよう、障がい者の生活行動圏を踏まえ、事業内容など
に応じて、県や近隣自治体との連携の強化を図ります。

　市外及び他県施設との利用調整を行った。また、必要に応じて県や近隣
自治体との情報交換を行った。【障害福祉課】

障害福祉課

　県や近隣自治体との情報交換を行うことで、障がい者ニーズ
の傾向の把握や連携強化が図れた。
　今後も引き続きニーズの把握に努め、広域での連携体制の強
化に努める。【障害福祉課】

　県や近隣自治体との情報交換を行うことで、障がい者ニー
ズの傾向の把握や連携強化が図れた。
　今後も引き続きニーズの把握に努め、広域での連携体制の
強化に努める。【障害福祉課】

計画の推進に向けて
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